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九州の最近の経済動向
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（出所）九州経済産業局

［鉱工業動向］……………生産は弱含み

２００８年９月の九州の鉱工業生産指数（季節調整済）は、前月比１．１％上昇し１０８．９となったものの、生

産は弱含みで推移しています。

［業種別動向］……………電子部品・デバイスや電気機械などが上昇

２００８年９月の鉱工業生産指数の動き（前月比）を業種別でみると、金属製品、一般機械、食料品・タ

バコなどは低下しましたが、電子部品・デバイス、電気機械工業などが上昇し、前月比で鉱工業全体

は１．１０％上昇しました。

経済動向
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福岡県の最近の経済動向
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（出所）九州経済産業局

［福岡県の景気］……………足踏み状態続く

住宅投資は昨年の大幅減の反動で前年を大きく上回りましたが、大型小売店販売高は微減となるな

ど、個人消費は力強さを欠いた状態が続いています。また、公共投資で前年実績を上回りましたが、

輸送用機械を中心とした生産活動が低下するなど、福岡県の景気は総じて足踏み状態にあると言えま

す。

［生産活動］……………輸送機械などが下落し前月比７．５％減

８月の鉱工業生産指数（季節調整値）の動きを見

ると、生産指数は１０２．９と、前月比７．５％減と大き

く下落しました。主要産業の自動車関連を中心と

する輸送機械の低下などが、要因となっています。

［大型小売店］……………百貨店は前年比６．２％減、スーパーは前年比０．４％増

９月の県内大型小売店販売高は、前年に比べ土

日が１日ずつ少なく、前年比２．７％減の５０８億円と

なりました。

業態別にみると、百貨店では衣料品、飲食料品

ともに低調で、販売高は同６．２％減となりました。

また、大型スーパーは飲食料品が同１．１％増、衣

料品はほぼ前年並みで、販売高は同０．４％増とな

りました。

経済動向
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［住宅建設］…………………３カ月連続で前年を上回る

９月の新設住宅着工戸数は、持家で前年比７．２％

増の９２１戸、貸家で同１０９．０％増の２，１１３戸、分譲

で同１９２．１％増の１，０４０戸となり、全体では同

８３．０％増の４，０７６戸と、３カ月連続で前年を上回

りました。

［公共工事］…………………件数・金額ともに増加

９月の公共工事保証請負状況（保証ベース）は、

件数が前年比７．２％増の８５３件、金額が同４．３％増

の３８３億円と、件数・金額ともに前年を上回りま

した。

発注者別の請負金額をみると、「国」で同２５．８％

減となったものの、「独立行政法人等」で同１４２．５％

増、「県」で同１０．１％増、「市町村」で同３．５％増

となり、全体では前年比増加しました。

［企業倒産］…………………倒産件数、負債総額ともに前年比増加

１０月の福岡県の企業倒産（負債額１，０００万円以

上）は、件数は前年比１３．６％増の５０件、負債総額

は同３４．５％増の８３億２，９００万円と、件数、負債総

額ともに前年を上回りました。

福岡県の新設住宅着工戸数

（出所）国土交通省

福岡県の公共工事請負高

（出所）西日本建設業保証

福岡県の倒産状況

（出所）東京商工リサーチ
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熊本県の最近の経済動向
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（出所）熊本県
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（出所）九州経済産業局

［熊本県の景気］……………減速感強まる

生産面では、内外需要の減少を背景に、機械関連の業種で弱い動きが続いています。また、公共投

資や住宅投資では低調な推移が続いている他、個人消費も、物価上昇等の影響などにより弱い動きが

一段と広範化しており、熊本県の景気は、総じて減速感が強まっています。

［生産活動］……………電子部品などが低下し前月比１．８％減

８月の鉱工業生産指数（季節調整値）の動きを見

ると、生産指数は前月比１．８％減少し１０１．０と、３

カ月連続で低下しました。主要産業では、食料品

などは上昇しましたが、電子部品・デバイスなど

の業種が低下しました。

［大型小売店］……………衣料品の落ち込み響き前年比２．５％減

９月の県内大型小売店販売高は、飲食料品は前

年比増加したものの、衣料品の落ち込みが大きく、

前年比２．５％減の１２７億円と前年実績を下回りまし

た。

商品別にみると、飲食料品は同１．２％増と前年

を上回り、衣料品は同９．０％減少しました。

経済動向
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［住宅建設］…………………分譲の減少幅大きく、前年比減少

９月の新設住宅着工戸数は、貸家で前年比

２３．９％増の５７６戸となったものの、持家で同５．５％

減の３８０戸、分譲で同６９．６％減の６３戸となり、全

体では同４．９％減の１，０２１戸と前年を下回りました。

［公共工事］…………………請負金額で前年を下回る

９月の公共工事保証請負状況（保証ベース）は、

件数が前年比０．１％増６９７件、金額が同４．９％減の

２３９億円と、請負金額で前年を下回りました。

発注者別の請負金額をみると、「独立行政法人」

で同１８．２％増となったものの、「国」で同６．７％減、

「県」で同２．０％減「市町村」で同１４．２％減とな

り、全発注者合計では前年比減少しました。

［企業倒産］…………………小口倒産の増加により倒産件数は増加

１０月の熊本県の企業倒産（負債額１，０００万円以

上）は、件数が前年比３０．０％増の１３件、負債総額

は同３０．１％減の１９億９，１００万円と、小口倒産の増

加により件数は増加したものの、負債総額は前年

を下回りました。

熊本県の新設住宅着工戸数

（出所）国土交通省

熊本県の公共工事請負高

（出所）西日本建設業保証

熊本県の倒産状況

（出所）東京商工リサーチ
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長崎県の最近の経済動向
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（出所）長崎県
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（出所）九州経済産業局

［長崎県の景気］……………停滞感強まる

生産面では、輸送用機械（造船）などで引き続き高操業が続いているものの、公共投資や住宅投資で

は低水準での推移が続いており、また、雇用・所得環境の厳しさもあって、個人消費も依然として弱

含んでいます。さらに円高の影響などで、観光地の入場者数、宿泊客数ともに減少するなど、長崎県

の景気は停滞感が強まっています。

［生産活動］…………………総合指数は前月比９．９％増加

８月の鉱工業生産指数（季節調整値）の動きを見

ると、生産指数は１３１．５と前月比９．９％上昇しまし

た。業種別では一般機械、電気部品・デバイス、

輸送機械などで上昇しました。

［大型小売店］…………………衣料品、食料品ともに振るわず前年比６．０％減

９月の県内大型小売店販売高は、衣料品、飲食

料品ともに前年実績を下回り、前年比６．０％減の

８９億円となりました。

業態別にみると、百貨店では衣料品が前年比

５．８％減、食料品は同２．６％減のほか、その他の減

少率も大きく、販売高は同６．６％減となりました。

また、大型スーパーは、衣料品が同９．０％減、食

料品が同５．２％減、全体で同５．８％減少しています。

経済動向
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［住宅建設］…………………持家、貸家の減少が大きく、前年を下回る

９月の新設住宅着工戸数は、分譲で前年比

１５６．８％増の２０８戸となったものの、持家で同

２１．７％減の２３４戸、貸家で同３２．８％減の１８０戸とな

り、全体では同７．１％減の６２６戸と前年を下回りま

した。

［公共工事］…………………請負金額で前年を下回る

９月の公共工事保証請負状況（保証ベース）は、

件数が前年比１．７％増の４２１件、金額が同２７．２％減

の１５２億円と、請負金額で前年を下回りました。

発注者別の請負金額をみると、「独立行政法人

等」で同５４．２％増、「県」で同１０．８％増となった

ものの、「国」で同６３．８％減、「市町」で同３９．７％

減となり全体を押し下げたため、全発注者合計で

は前年を大きく下回りました。

［企業倒産］…………………負債総額で前年を上回る

１０月の長崎県の企業倒産（負債額１，０００万円以

上）は、件数が前年比２１．１％減の１５件、負債総額

が同３７．４％増の４８億３００万円と、件数は減少した

ものの、一件あたりの負債額が大きく、負債総額

で前年を上回りました。

長崎県の新設住宅着工戸数

（出所）国土交通省

長崎県の公共工事請負高

（出所）西日本建設業保証

長崎県の倒産状況

（出所）東京商工リサーチ
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九州における環境ビジネスの概要
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図１ 環境ビジネスの市場規模

（出所）環境省発表データを基にふくおかフィナンシャルグループ作成

はじめに

２００８年に開かれた北海道洞爺湖サミットでは

「２０５０年までに世界全体の温暖化ガスの排出量

を少なくとも５０％削減する」と、国際社会にお

いて温暖化ガス削減の長期目標について合意が

なされました。現在、地球温暖化を始めとした

環境問題に世界的な関心が高まる中、環境関連

ビジネスが脚光を浴びています。

環境というのは、私たちの経済活動や生活そ

のものと深く関わっているとともに、非常に広

い概念であるため、そもそも「環境ビジネス」

とは何なのか、全体像の把握が難しいという側

面があります。

そこで今回は、その環境ビジネスの全体像や、

環境ビジネスのなかでも注目度の高い分野につ

いてご紹介いたします。

１ 環境ビジネスの全体像

環境ビジネスはその時代における環境問題に

対応する手段として成長を続けてきた過程と言

えます。従来の環境ビジネスと言えば、日本や

欧米など先進国での公害問題に対応するために

導入された「環境汚染防止」の分野が中心でし

た。ところが最近では、地球温暖化への関心が

高まるに伴って、その対策としての「省エネル

ギー」、「新エネルギー」や「３Ｒ（Reduce（リ

デュース）、Reuse（リユース）、Recycle（リサイ

クル））」の分野へ環境ビジネスの中心が移って

きました。

更に、中国を始めとした新興国の経済発展に

伴って増大する環境負荷を世界全体で相殺する

ために、環境ビジネスは世界共通のビジネスと

して今後も拡大を続けることが予測されていま

す。

日本の環境ビジネスの市場規模は、２０００年の

約３０兆円から２０１０年には約４７兆円、そして２０２０

年には２０００年の約２倍となる５８兆円にまで拡大

すると予測されています（２００２年「環境ビジネ

スの市場規模及び雇用規模の現状と将来予測」

／環境省）。事実、「平成２０年版環境・循環型社

会白書」によれば、環境ビジネスの市場規模は

２００６年時点で既に約４５兆円にまで達しており、

従来の予測よりも早いスピードで市場が拡大し

ていると言った報告もあります（図１）。

次に九州における環境ビジネスの取組みにつ

いてご紹介いたします。

九州における環境関連企業の正確な統計は不

明ですが、九州には深刻な公害問題を克服して

蓄積してきた豊富な経験・知識、技術・ノウハ

ウを有する自治体や企業が数多く存在していま

す。九州における環境ビジネスをサポートする

九州地域環境・リサイクル産業交流プラザ（Ｋ‐

ＲＩＰ）には約３００もの法人会員が加盟しており、

その周辺企業まで含めると、実際はかなりの環

境関連企業が存在していると思われます。

産業調査
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皆様もご存知のとおり、北九州市や水俣市は

環境・リサイクル産業の拠点である「エコタウ

ン」が存在し（両市に加え大牟田市にも存在し

ています）、また日本全国で６都市しか選ばれ

ていない「環境モデル都市」にも選定されてい

ます。更には、環境問題に関心が高まっている

中国との近接性という強みを活かし、九州の

様々な企業が中国企業に対して省エネをはじめ

とした環境ビジネスのサポートに取組んでいま

す。また、最近では太陽電池工場の相次ぐ立地

やバイオマス発電の取組み等、新エネルギー分

野への取組みもめざましく、九州はいち早く環

境ビジネスのモデルを確立し、実践している先

進地域と言えるでしょう（図２）。

２ 環境ビジネスの具体例

このように拡大を続けている環境ビジネスで

すが、多くの地元企業にとっては、環境ビジネ

スを「コスト削減」のための機会として捉えて

いる場合が多いのではないでしょうか。

図２ 九州における主な環境ビジネスの拠点・組織

（出所）各種資料を基にふくおかフィナンシャルグループ作成

表１ 九州環境ビジネスの今後の方向性
『Cool Kyushu Project』

（出所）九州経済産業局
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ESCO利用企業�

ESCO事業者�

表２ 省エネ投資の事例

� ボイラーの更新

� ヒートポンプの導入による熱源機器の更新

� 工業炉の更新

� 空調設備の更新

� 間欠運転制御、インバーター制御又は台数制御
によるポンプ・ファン類可変ヘ制御機器の導入

� 照明設備の更新

� コージェネレーションの導入
（出所）国内クレジット制度の運用規則「排出削減方法論（案）」

そこで、以下環境ビジネスを利用する側に

とって、関心の高いと思われる環境ビジネスの

一例をご紹介したいと思います。

まず、企業経営の改善に直結する「コスト削

減」の視点から、省エネルギー投資（以下：省

エネ投資）の取組みについてご紹介したいと思

います。

省エネといえば、これまでは「お金をかけな

い省エネ（＝無駄な照明を消す等の日常での工

夫）」が中心でしたが、今後更なるコスト削減

を意識した省エネを進めていくためには、積極

的な省エネ投資が必要になると考えられます。

更に、昨今の資源価格高騰や来年度から施行さ

れる省エネ法の改正（規制対象範囲がオフィス

等にも広がる予定）を背景に、省エネ投資は今

後活発になる可能性を秘めています。

ただ、一言で省エネ投資といっても、その実

施方法は多種多様なものがあります（表２）。そ

のため、実際に省エネ投資を行なう際には、自

社にとって最適な方法をどうやって選択するの

か、また、設備投資費用の負担の問題やその回

収可能性等に対する懸念等様々な問題も浮き彫

りになってきます。

（※）具体的な省エネの事例については、（独）新エネルギー・産業
技術総合開発機構（ＮＥＤＯ）のＨＰにあります、「エネルギー使用
合理化事業者支援事業採択事業者リスト」もご参照下さい。
http://www.nedo.go.jp/kankobutsu/pamphlets/shouene_taisaku/saitakulist
2008.pdf

具体例�：ＥＳＣＯ

そこで、こうした省エネ投資に関する対応策

の一つとして挙げられるサービスに、「ＥＳＣＯ

（Energy Service COmpany：省エネルギーに対す

る包括的なサービスを提供する事業）」という

ものがあります（図３）。

ＥＳＣＯを利用する企業は、�新たな費用負

担なく（省エネ投資で実現するコスト削減分を

ＥＳＣＯ事業者へ支払う手数料等と考える）�省

エネルギーに関する包括的なサービスを受ける

ことができ、�更には、その結果得られる省エ

ネルギー効果を保証してもらうことができるこ

産業調査

図３ ESCOの概要

（出所）各種資料を基にふくおかフィナンシャルグループ作成

図４ ＥＳＣＯ事業導入のメリット

（出所）ＥＳＣＯ推進協議会HPを基にふくおかフィナンシャルグループ作成
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図５ 国内排出量取引制度の概要

（※）京都クレジット：発展途上国において実施されるCO２排出削
減事業で得られる排出枠

（出所）各種資料を基にふくおかフィナンシャルグループ作成

とから、省エネ対策が効果的に行なえる可能性

があります（図４）。

これまでＥＳＣＯは主に官公庁や大規模事業

者向けに取組みが進められてきていましたが、

現在のような省エネ投資活発化の動きを受け、

今後は中小企業向けにもＥＳＣＯが広がってい

く可能性があります。

具体例�：国内クレジット制度

中小企業にとって活用できる新しいスキーム

として、今後広がる可能性を有している制度に

国内排出量取引（国内クレジット（国内ＣＤＭ）

制度）があります。

排出量取引とは、ＣＯ２排出削減に対して経済

的なメリットを付与する制度のことであり、現

在欧州を中心に活発な取引が進められています。

日本においては経済産業省が中心となって、今

年１０月から国内排出量取引の試行がスタートし

ました（図５）。

そして、国内排出量取引制度において、参加

企業が自ら設定したＣＯ２排出削減目標の達成の

ために取組む事業の一つとして位置づけられて

いるのが「国内クレジット制度」です。

国内クレジット制度は、中小企業などのＣＯ２

排出削減を大企業が資金・技術面で支援し、排

出削減ができた分を大企業が排出枠として取得

するというもので、中小企業側にとっては大企

業の資金・技術を活用し、ＣＯ２排出削減（＝省

エネ投資）ができる制度となっています（図６）。

国内クレジット制度はまだ試行が始まったば

かりですので（１１月に初めての申請が行なわれ

ています）、今後の普及見通しは不透明さも存

在しています。ただし、将来的にはＣＯ２削減の

ために必要不可欠な制度として、普及が進んで

いく可能性を秘めています。

具体例�：エコアクション２１

次に、コスト削減に加えて、「社会的評価向

上（ＣＳＲ）」の観点からも拡大が見込まれてい

る、「エコアクション２１（以下：ＥＡ２１）」とい

う中小企業向け環境マネジメントシステム（以

図６ 国内クレジット制度の概要

（出所）各種資料を基にふくおかフィナンシャルグループ作成
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下：ＥＭＳ）認証・登録制度についてご紹介し

ます。

ＥＭＳの認証規格として最も有名なものはＩ

ＳＯ１４０００シリーズです。しかし、その認証取

得には多額の費用と手間が必要なため、現状で

は中小企業には取得が困難となっています。そ

のため、中小企業でも取組み可能なＥＭＳ認証

制度として、２００４年１０月に環境省が創設した制

度にＥＡ２１があります。

ＥＡ２１の特徴は�中小規模の事業者でも容易

に取組むことができ、�二酸化炭素・廃棄物な

どの排出削減と同時にエネルギーコストの削減

も可能であり、�環境活動レポートを作成・公

表（取組み成果を公表）することによって、取引

先企業への信頼など企業の社会的価値を高める

ことが可能となる制度です。また、環境省のガ

イドラインに適合していることの認証・登録に

よって「環境経営のお墨付き」が安価（ＩＳＯ

に比べ１０分の１程度で済む場合もあります）に

できるようになっています。

ＥＡ２１はＩＳＯ１４０００シリーズと同様に大手

企業による「グリーン調達（※）」や行政機関に

よる「グリーン入札（※）」等の要件となってお

り、またＥＡ２１の認証取得は公共工事入札資格

の加点項目となるような優遇措置（例：福岡市

の「社会貢献企業の優遇制度」）等、認証取得を

後押しするような動きが起きてきていることも

あって、認証・登録する事業者数は現在増加の

一途をたどっています。現在、ＥＡ２１の認証・

登録事業者数は２，９００社にまで拡大しており、

２０１０年３月には現在の２倍程度の６，０００社にま

で拡大すると予測されています（図７）。

おわりに

地球温暖化を始めとした環境問題は、現在そ

して将来にわたって深刻な問題として受け止め

て行く必要があります。それに対応する環境ビ

ジネスについては、今後更なる拡大を続けてい

くことが見込まれています。

環境問題に対してまず第一に取組むことは、

私達一人一人が環境に関する意識を高めること

だと考えています。そうした環境に対する意識

づけが広がることによって、環境ビジネスが認

知され、「新たなビジネスチャンス」が生まれ

てくるのではないでしょうか。

現在、九州は環境問題に関する先進地域と

なっています。将来、環境ビジネスが九州を代

表する新たな産業となり、「エコアイランド」

と呼ばれる日もそう遠くない将来にあるかもし

れません。

ふくおかフィナンシャルグループでは、「環

境：エコロジー」と「ビジネス：エコノミー」

という二つの「エコ」の両立のために、様々な

形で九州における環境ビジネスに関わる取組み

を積極的にサポートしたいと考えております。

（花谷 禎昭）

（※）グリーン調達・入札：企業・自治体が環境認証を取得してい
る企業から優先的に物品等を調達することです。

産業調査

図７ ＥＡ２１認証・登録時業者数の推移と見込み

（出所）各種資料並びにヒアリングを基にふくおかフィナンシャルグループ作成
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福岡、熊本、長崎３県企業の環境問題への取り組み

「環境問題に対するアンケート」概要

調査時期：２００８年１０月中旬
調査対象：福岡県内企業９９８社

うち回答企業２２１社（回収率２２．１％）
熊本県内企業５０１社
うち回答企業１１４社（回収率２２．８％）
長崎県内企業６４０社
うち回答企業２９５社（回収率４６．１％）

はじめに

環境問題は、私たちの生活環境に影響を及ぼ

す重大な問題であり、その原因もまた、私たち

の生産活動や生活様式にあることから、国や企

業、消費者には、環境に配慮した行動が求めら

れています。

そうした中、２００５年に始まった「クールビズ」

は、政府、官公庁をはじめ企業においても浸透

してきている他、０８年７月の北海道洞爺湖サ

ミットにおいては、地球温暖化防止が主要議題

となるなど、環境問題に対する意識は国内のみ

ならず、世界レベルで高まっています。

そこで、今回の調査レポートでは、３県（福

岡県、熊本県、長崎県）の企業に対し、環境問

題に対する取り組みについてのアンケートを実

施しましたので、その調査結果についてレポー

トします。

１．環境問題に対する認識と取り組み状況

環境問題への認識は極めて高く、４割弱の企業

が既に取り組みを実施

まず、環境問題に対する認識については、「取

り組むべき重要な課題である」とする企業が

６８．８％と、その認識は大変高くなっていました

（図１）。以下、「興味はあるが重要性は低い」

が２８．３％、「特に興味が無い」が２．９％となって

おり、一部の企業で温度差はあるものの、大勢

は環境問題に対して興味を持っているという結

果となっています。

一方、環境問題への取り組み状況については、

「実施済み」が３６．１％と、認識の高さに比べる

と実施状況は低くなっていました。しかし、「実

施検討中」２６．３％、「将来的に取り組む」２９．４％

までを合わせると、およそ９割の企業が既に実

施を検討もしくは将来的な実施を検討している

状況にあり、環境問題への意識の高まりに伴っ

て、今後、取り組みが活発化していくものと考

えられます（図２）。

２．取り組み項目別にみた実施状況

実施率が高い「リデュース」・「リユース」・「リ

サイクル」

地域経済調査

図１ 環境問題に対する認識 図２ 環境問題への取組状況
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次に、項目別の取り組み状況についてみると、

既に実施済みの取り組みとしては、「廃棄物の

リサイクル業者への引渡し」が７０．５％と最も多

くなっています（図３）。その他、「資源節約の

励行（リデュース）」が４７．０％、「再利用可能な

廃棄物のリサイクル」４３．４％、「使用済み製品

の再使用（リユース）」が３９．６％と、いわゆる３

Ｒ（Ｒｅｄｕｃｅ、Ｒｅｕｓｅ、Ｒｅｃｙｃｌｅ）の割合が高

くなっています。このように、環境への悪影響

を極力排除し、限りある地球の資源を有効に繰

り返し使う社会（＝循環型社会）を目指す行動が

上位となっていました。

将来的な、環境ビジネス参入意欲は旺盛

一方、「消費者・顧客への環境情報提供や呼

びかけ」が１７．０％、「ＩＳＯ１４０００シリーズの取

得」が１６．２％、「太陽光発電など、自然エネル

ギー設備の設置」が４．３％と、コスト削減に直

結しにくいものやコスト負担が高いものについ

ては実施率が低くなっています。ただし、「太

陽光発電など、自然エネルギー設備の設置」に

ついては、「将来的に取り組む」という回答割

合が３３．５％と高く、長期的な経費削減の観点か

ら今後の導入が進むものと考えられます。また、

企業の経費削減の意味合いも含め「アイドリン

グストップ等、ＣＯ２削減の取り組み」の割合

は比較的高くなっていました。

また、「環境配慮型製品やサービスの製造・

販売・提供」を実施している企業は２１．０％と、

現状では少ないものの、「将来的に取り組む」

までを含めると、その割合は約７割に上ってお

り、今後、環境ビジネスへ参入する企業が増え

ていくであろうと推測されます。

３．環境問題に対する取り組みについてのメ

リット

次に、環境問題への「取り組みのメリット」

及び、現在既に実施している取り組み項目の「実

際のコストとメリット」について、実施項目と

のクロス集計の結果をみていきます（表１）。

取り組みメリットは、「社会的信用の向上」が

最多。３Ｒは、経費削減効果が高い

環境問題への取り組みのメリットで多くの回

答を集めたのは、「社会的信用の向上」と「経

費削減」の２項目で、「法人・官公庁との取引

拡大」を挙げる企業は少数でした。

「取り組みについてのメリット」別に環境問

地域経済調査

図３ 項目別取り組み状況
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題に対する取り組み項目（実施済み）をみると、

社会的信用の向上では「ＩＳＯ１４００１シリーズ

の取得（８５．０％）」や「太陽光発電など、自然エ

ネルギー設備の設置（８４．２％）」、経費削減では

「廃棄物のリサイクル業者への引渡し

（２７．８％）」や「資源節約の励行（２４．６％）」が、

それぞれ高い割合を占めていました。特に、リ

デュース、リユース、リサイクルの取り組みに

ついては、経費削減の割合が他項目に比べて高

く、企業における経費削減効果が高いものと考

えられます。

環境問題への取り組みを実施している企業の約

７割が、そのメリットを認識

一方、実際のコストとメリットについては、

「メリットはある」とする企業数（３７７先）が「メ

リットはない」とする企業数（１７３先）を上回っ

ており、最多回答項目は「コスト負担と同等の

メリットがある（３３９先）」でした。

「実際のコストとメリット」別に、環境問題

に対する取り組み項目（実施済み）をみると、「コ

スト負担以上にメリットがある」及び「コスト

負担と同等のメリットがある」との回答が最も

多かったのは、「太陽光発電など、自然エネル

ギー設備の設置」でした。また、「環境配慮型

製品・サービスの製造・販売・提供」は、「コ

スト負担とメリットが共にない」や「コスト負

担と同等のメリットがある」、「コスト負担以上

にメリットがある」の割合がそれぞれ他行目よ

り高くなっています。したがって、環境問題へ

の取り組みに対するコスト負担の有無や投資規

模により格差はありますが、負担に見合ったも

しくはそれ以上のメリットを享受している企業

は多いようです。

４．環境問題への取り組みについて期待する

支援と望まれる社会環境

情報面の支援と取り組みコストの低減

次に、環境問題に取り組む際に期待する政

策・支援については、「補助金の支給」３５．７％、

「減税措置」２９．３％、「情報提供」１５．５％と、

経済面、情報面での支援が上位を占める結果と

表１ 環境問題への取り組み状況（実施済み）×考えられるメリット＋コストとメリットについて
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メリット
ｎ＝３６３ ｎ＝２３２ ｎ＝２１９ ｎ＝１９５ ｎ＝１５４ ｎ＝１００ ｎ＝８３ ｎ＝８０ ｎ＝１９
１００．０ １００．０ １００．０ １００．０ １００．０ １００．０ １００．０ １００．０ １００．０

社会的信用の向上 ｎ＝３３５ ６３．９ ６７．７ ７１．２ ６８．７ ６８．８ ７７．０ ７９．５ ８５．０ ８４．２
経費削減 ｎ＝１５１ ２７．８ ２４．６ ２０．１ ２４．１ ２４．０ １８．０ １５．７ １０．０ １５．８
作業効率の向上 ｎ＝２９ ４．４ ４．３ ４．６ ２．６ ３．９ １．０ １．２ ２．５ －
個人顧客の増加 ｎ＝１１ １．７ １．３ １．８ ２．６ ０．６ ３．０ ３．６ １．３ －
法人・官公庁との取引拡大 ｎ＝８ ２．２ ２．２ ２．３ ２．１ ２．６ １．０ － １．３ －

コストとメリット
ｎ＝３７２ ｎ＝２４６ ｎ＝２２５ ｎ＝２０２ ｎ＝１６６ ｎ＝１０４ ｎ＝８４ ｎ＝８２ ｎ＝２２
１００．０ １００．０ １００．０ １００．０ １００．０ １００．０ １００．０ １００．０ １００．０

コスト負担とメリットが共にない ｎ＝３３ ５．４ ３．７ ６．７ ４．５ ５．４ ９．６ ８．３ ４．９ ４．５
コスト負担はないがメリットはある ｎ＝１７ １．９ １．２ ２．７ ２．５ １．２ １．０ － － －
コスト負担はあるがメリットはない ｎ＝１４０ ２２．０ ２２．８ ２０．９ ２１．８ ２４．１ １５．４ １７．９ ２２．０ １３．６
コスト負担と同等のメリットがある ｎ＝３３９ ６５．６ ６５．９ ６４．４ ６５．３ ６２．７ ６６．３ ６５．５ ６４．６ ７２．７
コスト負担以上にメリットがある ｎ＝２１ ５．１ ６．５ ５．３ ５．９ ６．６ ７．７ ８．３ ８．５ ９．１
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なりました（図４）。

一方、望まれる社会環境としては、「環境関

連製品の価格低下」が５８．８％と最も多く、これ

に「消費者の環境に対する意識向上」が５８．２％、

「環境関連サービスの料金低下」が４１．５％と続

いています（図５）。

このように、企業が抱えているコスト面や情

報面での課題が、期待する支援態勢や望まれる

社会環境にもあらわれています。また、消費者

の環境に対する意識が低く、環境問題への取り

組みが評価されにくいという認識が、先の項目

別取り組み状況で見たとおり、消費者や取引先

に対応する環境問題への取り組みの実施率が低

くなっている原因の１つではないかと考えられ

ます。

アンケートのまとめ

以上のアンケート結果から、福岡、熊本、長

崎の３県企業における環境問題への関心は極め

て高いことがわかりました。

しかし、実際に取り組まれているのは、「資

源節約（リデュース）」や「使用済み製品の再使

用（リユース）」、「廃棄資源の再生利用（リサイ

クル）」といった資源循環型の行動が多く、現

状では、環境問題への取り組み熱心な消費者や

取引先に対応する行動については積極性に欠け

ているということもわかりました。

これは、昨今の厳しい経営環境の中にあって、

経費削減などの経営改善に直結する動きが優先

されるという現状があるものと考えられます。

また、環境問題への取り組みによって得られる

主たるメリットが、社会的信用の向上という目

に見えにくい性質のものであることから、費用

負担や情報不足といった課題が足かせとなり実

施率が低くなっているということも考えられま

す。

しかしながら、一方で、環境問題への取り組

みをビジネス化し、相応のコスト負担とひきか

えに同等もしくはそれ以上のメリットを享受し、

個人顧客の増加などに結び付けている企業も少

なからずあります。

したがって、企業における環境問題への積極

的な取り組みを促すためには、阻害要因と考え

られる経費負担や費用対効果の不透明性、情報

不足等に対し、資金面での補助の他、環境関連

のノウハウの共有化や情報提供の強化などの支

援が必要であるといえます。

そして、こうした支援により、環境保全はも

とより、ひいては企業における環境ビジネスへ

の参入増加や競争力の向上につながることを期

待します。 （横尾 直樹）

地域経済調査

図４ 期待する政策・支援 図５ 望ましい社会環境
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フルマラソンを走り切る三好
社長はいつも元気一杯。社員の
皆さんも驚くほどポジティブで、
活気ある社内にアイデアが満ち
溢れています。社長のお考えと
ＦＦＧの理念は通じるとこがあ
ります。共に目指しているのは
「あなたのいちばんに。」では
ないでしょうか。

私の「経営理念」

経営理念は不動産事業のモデル企
業として社会に貢献し、会社の発展
と社員の幸せを実現するということ
です。
三好不動産の事業の基盤となって
いるのは、賃貸管理ビジネスです。
今でこそ賃貸管理ビジネスは全国的
に一般的になっていますが、これは
当社が最初に始めたビジネスモデル
です。管理受託から家賃の滞納保証
までをオーナー様から請け負う管理
業務をビジネスとして確立し、全国
へ広げていきました。
当社は、先進的な事業を開発する
という三好不動産のＤＮＡを受け継

ぎ、最近では外国人や高齢者など新
ターゲットに対するビジネスを展開
するなど、時代の変化を見極め、お
客様に求められる新しいサービスの
提供を行っています。
私は、社員の心の育成も会社の責
任であると考えており、毎日朝礼で
社員に熱い思いを伝えています。そ
の結果、当社には素直で逞しい社員
が育っていると感じています。お客
様に「感謝、感激、感動」していた
だけるサービスを実現するために、
従業員一同勤勉さを忘れず、知識・
技能・人格を備えた真のプロ集団と
して社会に貢献していきたいと考え
ています。

当社の「セールスポイント」

当社が福岡都市圏で管理している
賃貸物件は２５，５００戸にのぼり、こ
れは九州１位の管理戸数です。過去
２０年間で管理戸数は２．５倍になり、
家賃集金総額は年間約１６８億円に
のぼっています。また、お客さまに
信頼していただけるよう堅実な経営
を続けた結果、Ｓ＆Ｐの中小企業格
付けでは最高位の「ａａａ（トリプ
ルａ）」を３期連続取得しました。
今、私たちが目指しているのは、
不動産の枠にとらわれない「超・不
動産業」です。私たちは不動産を
「資産」のひとつと捉え、ファイナ
ンシャルプランナーとして「資産活

用コンサルティング」を行っていま
す。時代により移り変わる住空間の
ニーズをオーナー様に伝え、魅力的
な不動産づくりを支援するだけでな
く、保険や投資信託などの金融資産
に関するアドバイスも出来るような
体制を整えています。
また、福岡で困っている人たちの悩
みを解消したいという思いから、空
室で悩むオーナー様からアパートを
一括借り上げし、生活保護の高齢者
やホームレスの方に住宅を提供する
活動も行っています。住環境に携わ
る会社として福岡を住みやすい素晴
らしい街にすることを目指して、地
域密着企業としての努力を続けてま
いります。

h e a r i n g . 0 1

事｜業｜概｜要

会 社 名／株式会社 三好不動産
所 在 地／福岡市中央区今川１丁目１番１号
事業内容／不動産業
設 立／１９５１年７月３日
資 本 金／１，５００万円

従業員数／２９０名
年 商／２９億２８００万円（２００８年９月）
Ｔ Ｅ Ｌ／０９２‐７１５‐１０００
Ｆ Ａ Ｘ／０９２‐７２２‐１５１５
Ｕ Ｒ Ｌ／http://www.miyoshi.co.jp

代表取締役社長

三好 修氏

株式会社 三好不動産

推薦者コメント

福岡銀行 赤坂門支店
団支店長コメント
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創業以来、「安全・安心・高
品質（信頼）を食卓へ」を使命と
し、手間と労力を惜しまず、常
に安全性と品質向上への取り組
みを実践されている杉本社長。
今後の自社ブランド高級黒毛
和牛「黒樺牛」の更なる流通拡
大と益々のご発展を確信してお
ります。

h e a r i n g . 0 2

私の「経営理念」

私の経営理念は、牛肉の安全性に
対する消費者の不安や品質表示への
不信感を取り除き、安全・安心で高
品質な食肉を常にお届けすることです。
昨今、当業界を取り巻く環境は、
ＢＳＥや産地偽装など、食の安全性
を揺るがす諸問題の発生により、社
会そして消費者の皆様からの厳しい
目にさらされています。
当社では、創業以来、食肉の安定
供給と安全性に真摯に取り組んでま
いりましたが、これまで培ってきた
消費者の信頼をさらに深めるため他
社に先駆けて『生産情報公表牛肉Ｊ
ＡＳ』認定を取得しました。

この認定の取得により、私どもが
正確に記録・保管・公表した食品の
生産情報を消費者の皆様ご自身の目
で確認して頂き、安心して当社の食
肉を買い求めていただくことが出来
ます。
こうした、牛肉の安全性を徹底し
て追及する一方で、昨今では、小中
学校の社会科見学の受け入れなど
「食育」にも力を入れており、こう
した事業活動を通じ、ひいては、畜
産業界の振興に寄与していきたいと
考えています。
これからも、食肉流通の一翼を担
い食肉生産の源を司る業務に従事し
ていることを自覚し、誇りを持って
日々の業務に邁進していく所存です。

当社の「セールスポイント」

当社では、繁殖・肥育から出荷ま
で一貫した情報管理システムを構築
し、安心・安全かつ美味しい牛肉を
提供しています。
現在、当社では、鹿児島県や宮崎
県を中心とした２２の牧場で約
４，０００頭の牛を肥育しています。
そして、この大量の牛について、
熊本県内初となる生産情報公表ＪＡ
Ｓ認定取得（２００４年）に際し独自
に構築した「杉本本店生産情報グ
ループシステム」により、繁殖から
肥育時の投薬、出荷に至るまで、一
頭毎に徹底した健康管理・情報管理
を実施しています。

また、当社では肥育段階から飼料
にこだわり、細心の注意を払いなが
ら育てた最高級黒毛和牛を、自社ブ

くろはなぎゅう

ランド「黒樺牛」として売り出し
ています。
くろはなぎゅう

黒樺牛は、当社の直営店の他、
関東・関西など大都市圏で販売して
いますが、黒毛和牛独特の甘みとや
わらかさがお客様からの好評をいた
だいており、お蔭様で、発売以来、
黒樺牛を指名して購入いただいてい
るファンが増えています。
これからも、最新の設備や衛生技
術を積極的に取り入れ、小売店や消
費者の方々からの継続的な信頼を獲
得するとともに、安全で美味しい食
肉の安定供給を目指してまいります。

事｜業｜概｜要

会 社 名／株式会社 杉本本店
所 在 地／熊本県宇城市豊野町巣林５３８
事業内容／食肉卸
設 立／１９８３年１月
資 本 金／５，０００万円

従業員数／４５名
年 商／４２億円
Ｔ Ｅ Ｌ／０９６４‐４５‐２６１１
Ｆ Ａ Ｘ／０９６４‐４５‐２９８８
Ｕ Ｒ Ｌ／http://www.sugimotohonten.com/

代表取締役社長
とも や

杉本 知彌氏

株式会社 杉本本店

推薦者コメント

熊本ファミリー銀行松橋支店
永尾支店長コメント

黒樺牛
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明治４２年創業以来、一世紀
にわたって陸海を問わず地域に
安定したエネルギーを供給続け
てこられました。
「企業永遠・人財無限」を社
是に、人財育成にも力を注がれ、
地域に貢献されて来た事が永年
支持されてきた所以だと思いま
す。
今後も益々発展されるものと
確信しております。

私の「経営理念」

当社は創業８０周年を迎えた１９８９
年（平成元年）に、株式会社伊万里
石油商会からユウシード（Ｕ’ＳＥ
ＥＤ）東洋株式会社へ社名変更しま
した。これを機に、経営理念を「開
拓精神」としました。「開拓精神」
こそ先人たちが伝統を築いてきた力
であり、永遠の発展への道を照らす
灯りだと考えたからです。
当社では経営理念の「開拓精神」
をキーワードとして、作物づくりの
一連の過程である「土づくり」→
「種まき」→「育成」→「取り入
れ」→「評価」のサイクルを、日々
の営業活動に応用しています。すな
わち、「人づくり」→「顧客への告

知、説明、助言等」→「販売」→
「成果」→「評価・情報」という営
業サイクルの実践を徹底し、朝礼や
会議などあらゆる場において、行動
指針として取上げています。
社名の“ユウ（Ｕ）”は「裕」で
あり、「友」、「遊」、「ＹＯＵ」
など様々なユウを表し、“シード
（ＳＥＥＤ）”は種子を表します。
「ユウシード東洋」という社名には、
私たちが取り組むさまざまな形のふ
れあいとアプローチが、やがて大き
な実を結ぶようにという願いが込め
られています。
私たちのサービスステーションの
ある全ての街で、これからも様々な
種を蒔いていこうと考えています。

当社の「セールスポイント」

当社の社歴はまもなく１００年を

迎えます。古くは佐賀県で初めてと

なる給油所第一号店を出店するなど、

燃料に関わる様々な事業を手がけて

参りました。

当社の業務は、海上業務と陸上業

務に分けられます。海上業務では、

漁業事業者や外航船を対象に燃料で

ある重油を供給しており、所有する

油送船（タンカー）２隻を用いなが

ら業務を展開しています。

陸上業務では、８ヵ所のサービス

ステーションを、伊万里市をはじめ

とする佐賀県と長崎県に展開をして

います。近年はセルフスタンドを含

め、提供するソフトサービスの質の

重要性がますます高まってきていま

す。

当社ではドライブウェイサービス

を文化にまで高め、価格だけではな

くお客様が「また、行こう。来てみ

よう。」と思ってもらえる応対を、

いつでも、どのスタッフでもお客様

へご提供できるように準備していま

す。

エネルギー利用のあり方が大きく

変革しつつある現在、多様な商品の

取扱いとともに、新たなエネルギー

分野への参入にも積極的に取り組ん

で参ります。

h e a r i n g . 0 3

事｜業｜概｜要
会 社 名／ユウシード東洋 株式会社
所 在 地／佐賀県伊万里市新天町字中島４６０番地６
事業内容／石油精製品販売、車検・整備、自動車部

品及び自動車用品販売、洗車・高級コー
ティング処理、カーフィルム施工、船舶
用塗料・家庭用塗料販売、中古自動車販売、
生保・損保販売

設 立／１９０９年
資 本 金／１，０００万円
従業員数／１００名
年 商／５５億円
Ｔ Ｅ Ｌ／０９５５‐２３‐７１１１
Ｆ Ａ Ｘ／０９５５‐２３‐７１１５
Ｕ Ｒ Ｌ／http://www.u-seed.com/

代表取締役社長
ひろのぶ

池永 博逑氏

ユウシード東洋 株式会社

推薦者コメント

親和銀行 伊万里支店
是沢支店長コメント
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「「裁裁判判員員制制度度」」がが、、２２００００９９年年（（平平成成２２１１年年））５５月月２２１１日日かかららススタターートトししまますす。。

裁判員制度 全国広報キャラクター「サイバンインコ」はじめに

強盗致死傷、殺人、現住建造物等放火、強姦致死傷、

傷害致死、強制わいせつ致死傷、強盗強姦、覚せい剤

取締法違反、危険運転致死等など、目を覆いたくなる

ような不幸な犯罪事件等が日々絶えません。

しかし、そのような中でも、大半の一般市民におい

ては、これらの犯罪事件等とは関わりを持つことなく、

何事なく生活を送ることができます。それは、意識的

にせよ、あるいは無意識にせよ、自分とは関係のない

他人事として、不幸な犯罪事件から目をそらすことが

できるからなのかもしれません。

ところで、各種メディアで報じられている通り、「裁

判員制度」が来年（２００９年）５月２１日から開始されます。

そして、来年の裁判員制度開始に先立ち、本年１１月２８

日頃には、裁判員候補者に選ばれたことを知らせる通

知（以下、「お知らせ」という。）が、全国の裁判所より

一斉に発送される予定です。もしかすると、貴方や貴

方の身近な方（職場同僚や家族など）にも今秋には裁判

所より「お知らせ」が届くかもしれません。

このように、裁判員制度自体、来年の制度スタート

に向けて準備は着実に進んでいる訳ですが、この新し

い制度の開始には、どのような意義があるのでしょう

か、私たち一般市民の生活や意識にどのような影響を

与えるのでしょうか。ここで、あらためて本制度の趣

旨および概要について纏めてみたいと思います。

１．裁判員制度とは

市民が裁判員として刑事事件の裁判に参加する制度

裁判員制度とは、一般市民が裁判員として刑事裁判

（第一審のみ）に参加し、被告人が有罪か無罪か、有罪

の場合はどのような刑にするかを裁判官と一緒に決め

る「国民の司法参加」を実現する制度です。

裁判員制度では、裁判の進め方やその内容に国民の

視点、感覚が反映されますので、その結果、裁判全体

に対する国民の理解が深まり、裁判がより身近に感じ

られ、司法への信頼が高まっていくことが期待されて

います。

また、同時に、私たち一般市民においても、この裁

判員制度は、これまで所詮他人事としていた犯罪事件

等の刑事裁判に裁判員として関わることにより、あら

ためて「同じ社会に生きる人間として、問題を共有し

て考える」機会やそのきっかけを提供してくれる新し

【参考】裁判員制度に関するスケジュール

■０４年（平成１６年）５月２１日
「裁判員の参加する刑事裁判に関す
る法律」（裁判員法）が成立。（同年５月
２８日、公布）

■０８年（平成２０年）４月１５日
閣議決定 － 裁判員制度を平成２１
年５月２１日から開始することを決定。

■０８年１１月２８日（予定）
裁判所より「裁判員候補者に選ばれ
たことを知らせる通知」が一斉に発送
される。

■０９年（平成２１年）５月２１日
裁判員制度がスタート。

経営情報

（出所：法務省、各種報道より）
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い社会の制度となるかもしれません。

２．裁判員制度に関するＱ＆Ａ

一般市民・会社従業員から企業経営者の皆様方まで幅

広く関わりが求められます（他人事ではありません）

それでは、裁判員制度の具体的な内容・運営等につ

いて、以下、Ｑ＆Ａ方式でポイントを解説いたします。

Q１：裁判員制度はなぜ導入されるのか？

A１：一般市民が裁判に参加することによって、一般

市民の視点、感覚が、裁判の内容に反映されること

になります。その結果、裁判が身近になり、我々一

般市民の司法に対する理解と信頼が深まることが期

待されています。ひいては、このことが、我々一般

市民を取り巻く社会について考えることに繋がり、

より良い社会づくりへの第一歩となることが期待さ

れています。

Q２：裁判員が参加するのは、どのような事件ですか？

A２：裁判員裁判の対象事件は、一定の重大な犯罪で

あり、具体例は次のとおりです。

� 人を殺した場合（殺人）
� 強盗が人にけがをさせ、あるいは、死亡させた

場合（強盗致死傷）
� 人にけがをさせ、その結果、死亡させた場合（傷
害致死）

� ひどく酒に酔った状態で、自動車を運転して人
をひき、死亡させた場合（危険運転致死）

� 人が住んでいる家に放火した場合（現住建造物
等放火）

� 身の代金を取る目的で、人を誘拐した場合（身
の代金目的誘拐）

� 子供に食事を与えず、放置して、死亡させた場
合（保護責任者遺棄致死）

Q３：裁判員はどのようにして選ばれるのですか？

A３：裁判員は、衆議院議員選挙の有権者の中から毎

年「くじ」で選ばれます。なお、具体的な裁判員選

任の流れは次の通りです。

� 【前年１２月ころまで】翌年の裁判員候補者名簿
の作成・候補者への通知・調査票の送付。

� 【原則裁判の６週間前まで】事件ごとに、�の
名簿の中から、「くじ」でその事件の裁判員候
補者を選定・呼出状・質問票の送付。

� 【裁判員選任手続期日】裁判所で、�の候補者
の中から裁判員６名を「くじ」で選任（必要な
場合には補充裁判員も選任）

Q４：裁判員は法律のことを知らなくても大丈夫ですか？

A４：裁判員は、法廷で聞いた証人の証言などの証拠

に基づいて、他の裁判員や裁判官とともに行う評議

を通じ、被告人が有罪か無罪か、有罪だとしたらど

んな刑にするべきかを判断します。例えば、目撃者

の証言などに基づいて、被告人が被害者をナイフで

刺したかどうかを判断することは、我々一般市民が

日常生活におけるいろいろな情報に基づいて、ある

事実があったかなかったかを判断していることと基

本的には同じであり、特に法律の知識は必要ありま

せん。

なお、有罪か無罪かの判断の前提として法律知識

が必要な場合は、裁判官から分かりやすく説明され

ます。

Q５：裁判員になることを辞退することはできますか？

A５：広く国民に参加をお願いする制度であるため、

原則として辞退できないことになっています。ただ

し、次のような人は、申し出をして裁判所から認め

裁判員裁判用法廷のイメージ写真
（イメージ写真出所：最高裁判所提供）
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られれば辞退することができます。（以下、辞退申

し出の主なもの）

� ７０歳以上の人
� 学生又は生徒
� 一定のやむを得ない理由があって、裁判員の職
務を行うことが困難な人。

（やむを得ない理由とは、例えば）
● 重い病気・けが
● 親族等の介護・養育
● 事業に著しい損害が生じる恐れがあること
● 父母の葬式等の社会生活上の重要な用務
● 妊娠中や出産直後（８週間以内）
● 妻・娘の出産への立会い又は入退院付き添い
● 裁判員の職務を行うこと等により、本人等に
身体上、精神上又は経済上の重大な不利益が
生ずるような場合。

Q６：裁判員となるために仕事を休むことはできます

か？また、仕事を休んだことで会社から解雇される

ようなことはありませんか？

A６：裁判員となるために必要な休みを取ることは法

律で認められています。また、裁判員として仕事を

休んだことを理由として、会社が解雇などの不利益

な取り扱いをすることは法律で禁止されています。

（従業員が裁判員として刑事裁判に参加しやすくす

るため、各企業において、裁判員になる場合に対応

した休暇制度を設けるなど、労使の自主的な取組が

行われることが期待されます。）

Q７：裁判は時間がかかるのでは？

A７：実際の審理日数は、それぞれの事件の内容など

により異なりますので、一概には言えませんが、多

くは数日間で終わるのではないかと見込まれていま

す。（最高裁判所によると、想定される裁判日数は、

３日以内が約７割とされています。）

Q８：裁判員候補者として裁判所から呼ばれる可能性

はどのくらいなのですか？

A８：２００７年の裁判員制度の対象となる事件は２，６４３

件でした。仮に１事件につき裁判員候補者として５０

人から１００人が呼ばれるとすると、１年間で約４００人

から８００人に１人が裁判員候補者として通知を受け

ることになります。

例えば、従業員１，０００名の企業では、毎年、１～

３名程度の社員が裁判員候補者になります。（社員

の親族まで含めると、該当者はもっと増えることに

なります。）

終わりに

以上、来年５月からスタートする裁判員制度につい

て、趣旨と概要について説明しました。

わが国では初めての試みということもあり、実際の

制度運営の場面では多少の混乱は生じるかもしれませ

ん。ただ、裁判員制度導入の意義と目的については、

恐らく多くの一般市民に理解を得られるものではない

かと考えます。

今後、裁判員制度が上手く機能するためには、一般

市民や企業等の協力も欠かせませんが、先ずは、社会

の各構成員がこの新しい制度に関心を持ち、積極的に

関与していく姿勢が重要であるといえるでしょう。

（田中 義一）

《協力》
福岡地方検察庁

《参考資料》
法務省ウェブサイト 裁判員制度コーナー
http://www.moj.go.jp/SAIBANIN/

《「裁判員制度」に関するお問合せ先》
福岡地方検察庁０９２－７３４－９１９４
熊本地方検察庁０９６－３２３－９０３５
長崎地方検察庁０９５－８２２－４２６９

（全国の検察庁では、ご要望に応じて裁判員制度や検察の仕事などについ

て説明会を開催しています。）

経営情報
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「「メメンンタタルルヘヘルルススケケアア」」とと「「メメタタボボリリッッククシシンンドドロローームム」」へへのの取取組組みみににつついいてて
～～ＦＦＦＦＧＧ経経営営者者ククララブブ・・セセミミナナーー開開催催ののおお知知ららせせ～～

はじめに

「メンタルヘルスケア」や「メタボ（メタボリッ

クシンドローム）」という言葉は今や広く知ら

れるようになりました。

労働政策研究・研修機構の調査によれば、約

９割の企業がメンタルヘルスケアを重要な経営

課題だと捉えており、従業員の健康管理体制整

備・拡充の必要性が、企業経営者などに改めて

認識されつつあります。

ここでは、そうした課題への取組みの背景や

現状についてご紹介いたします。

１．メンタルヘルスケア

�取組みの背景と現状
従業員数の違いによって温度差あり

メンタルヘルスの不調は、従業員本人はもち

ろん、雇用する企業側においても生産性低下や

代替人件費等のコスト増加、社内外の信頼性低

下など、様々な問題が生じます。

しかし、厚生労働省の２００７年の調査では、心

の健康対策（メンタルヘルスケア）に取組んでい

ない事業所の比率は６６．４％に及ぶなど、前述の

認識とは異なり、実際の対応は未だ不十分だと

いえます。

図１が示すように、従業員３００名以上の事業

所では、８割超がメンタルヘルスケアに取組ん

でいます。しかし、１００名未満の事業所では、

５割未満と大きく低下します。これは長期休業

者・退職者がいる事業所（図２参照）との相関関

係があると考えられ、小規模な事業所ほど取組

みがなされていない、という現状がうかがえま

す。

�認識はあるが、取組まない「理由」
入り口段階での情報不足が障壁に

なお、厚生労働省の同調査によれば、メンタ

ルヘルスケアに取組んでいない理由（複数回答）

は、「専門スタッフがいない（４４．３％）」「取組み

方がわからない（４２．２％）」等であり、情報不足

を原因に、いわば取組みの入り口段階で足踏み

する場合が多いと考えられます。

ちなみに、対策を講じている事業所では、上

記２点の取組み状況について以下のように回答

しています（複数回答）。

・専門スタッフの配置

ア）産業医（５６．５％）

イ）衛生管理者・衛生推進者等（３０．７％）

ウ）カウンセラー等（２７．１％）

・事業所の取組み内容

ア）相談対応の体制整備（５９．３％）

イ）教育研修・情報提供（対象者毎）

労働者（４９．３％）管理監督者（３４．５％）

２．メタボリックシンドローム

�取組みの背景
膨張する医療費の抑制策

「特定健康診査・特定保健指導」という制度

名よりも「ウエスト周囲径８５（９０）�以上」といっ

ＦＦＧニュース

図１：従業員数別・メンタルヘルスケアの取組み実
施状況

図２：従業員数別・長期休業者、退職者がいる事業所

（出所）厚生労働省「平成１９年労働者健康状況調査の概況」
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強い疑い�
21％�

予備軍�
24％�

【男性】�
該当せず�
55％�

強い疑い�
11％�

予備軍�
7％�

【女性】�
該当せず�
82％�

（出所）厚生労働省「平成１８年国民栄養・健康調査結果」

図３：メタボリックシンドロームの状況

た数値の方が広く知られている感がありますが、

厚生労働省の０６年国民栄養・健康調査結果（４０

～７４歳）によれば、男性の２人に１人、女性の

５人に１人がいわゆるメタボリックシンドロー

ム（内臓脂肪症候群）の強い疑いもしくは予備軍

だということです。

男女合計の数値で表すと、強い疑いの該当者数

は約９６０万人、予備軍は約９８０万人と推計されま

す。将来、生活習慣病を発症したと仮定すれば、

医療費が膨張するのは明らかです。

つまり、生活習慣病の予防や早期発見に努力

することは、多くの国民の健康を守ると同時に

医療費膨張を抑制する効果があります。

こうした観点から、「特定健診・特定保健指

導」が義務化されることとなりました。

�制度の要点
２００８年４月から義務化

厚生労働省が管轄するこの制度は、企業の健

康保険組合などすべての医療保険者に対して、

４０～７４歳の被保険者・被扶養者を対象とした健

康診査と保健指導の実施を義務づけるものです。

医療保険者ごとに健診実施率・保健指導実施率

などの目標値を設定し、５年サイクルで評価し

ます。この評価結果に基づいて、１３年から各保

険者が拠出する後期高齢者支援金の加算・減算

が行われる予定です。

各医療保険者が加算による支出増加を回避す

るため、健診・指導実施に注力することで、健

診受診率の改善効果などが期待されます。

３．セミナー開催のお知らせ

こうした状況のなか、企業経営者や人事労務

担当者の方々に関心が高いと思われる「職場の

メンタルヘルスケア＆特定検診・特定保健指導

セミナー」を、ＦＦＧとして開催いたします。

皆様の事業経営のご参考となれば幸いに存じま

す。 （今村 光男）

～ＦＦＧ経営者クラブ・セミナー開催のご案内～

ＦＦＧニュース
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図１ 中台直行便の運航状況

はじめに

今年７月４日、中国本土と台湾を結ぶ直行

チャーター便の定期運航（毎週金～月曜日の運

航）が始まりました。これまでは、中台間の定

期直行便がないため香港やマカオを経由しなけ

ればならず、中国－台湾間の移動は「空前の時

間と経費の浪費」と言われてきました。直行

チャーター便の運航開始により、飛行時間は大

幅に短縮されました。上海－台北間を例にとる

と、香港・マカオ経由での台北行きはトラン

ジットを含めて片道約６時間を要しますが、直

行便では約２時間半となりました。

中国本土には、台湾企業が１０万社進出してお

り、台湾人ビジネスマンは１００万人、そのうち

５０万人は上海とその近郊に駐在し生活している

と言われています。したがって、台湾人は中国

ビジネスに大きな影響力を持っており、今回の

直行便運航開始により経済面・文化面での交流

がますます活発化するものと見込まれています。

１．団体旅行や外国人も利用可能な直行便

中国と台湾を結ぶ直行チャーター便の定期運

航は、台湾で今年５月に発足した国民党・馬英

九政権の選挙公約のひとつであり、中国との交

流強化による台湾経済振興を主な狙いとしてい

ます。中台直行便は、２００３年から旧正月など中

華民族の伝統的な祝日ごとに期間限定で運航さ

れてきましたが、定期直行便の運航は、約６０年

振りの復活です。また、期間限定の直行便が、

台湾人ビジネスマンとその家族だけを対象にし

ていたのに対し、今回の定期直行便は、中国人

の団体旅行者や日本人を含む外国人にも開放さ

れた点に特徴があります。そのお陰で、中国で

働く日本人駐在員が週末に気楽に台湾旅行を楽

しむことができるようになりました。

この直行チャーター便は、毎週金～月曜日の

４日間のみ運航され、便数は最大３６便になりま

す。空港は中国側が上海浦東、北京、広州、ア

モイ、南京の５ヵ所、台湾側が台北松山、台北

桃園、高雄、台中、台東、花蓮、澎湖、金門の

８ヵ所が開放されました。現在、中国側の更な

る空港開放に向けた協議がなされています。

２．台湾からの投資先：珠江・長江デルタ

１９９０年に台湾で対中投資が解禁されて以後、

台湾企業は珠江デルタ（広州、深センなど）や上

海を中心に、主に安い労働力を活用した投資・

進出を進めてきましたが、最近は成長力のある

市場への参入を見越して、特に長江デルタ（上

海を中心に江蘇省・浙江省までを含めた地域）

への投資・進出が集中しています。

長江デルタに投資が集中する要因としては、

�ハイテク産業が集積している、�高等教育を
受けたエンジニアが多い、�所得水準が上昇し

近くなった中国と台湾
REPORT ～中台直行便就航により期待される交流拡大とビジネスチャンス～

海外リポート
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上海のサンリオショップ

ている、�人口約２億人の大きな市場がある（台
湾の人口約２，３００万人）、といった点が挙げられ

ます。

中国では一般に、電化製品や自動車などの

ハード面では日欧米ブランドに対する志向が強

いのですが、サービスなどのソフト面では事情

が異なりますので、紹介いたします。

中国沿海部の上海や広州、深センなどの大都

市は、サービスやファッションをリードする文

化の最先端都市です。従って、中国で流行する

文化は、まず上海や広州、深センで人気を博し、

その後中国全土に広がっていく傾向にあります。

また、上海や広州、深センで人気が出るものは

台湾や香港が発信源となるものが多いようです。

例えば、上海のテレビでは台湾・香港発の情報

が毎日溢れており、街で耳にする音楽のほとん

どが台湾・香港のものです。さらに商店やレス

トラン、食品などでも台湾や香港発のものが流

行しています。

このような傾向にある中国ですが、著しい発

展を遂げた沿海部でさえも、欧米諸国や日本、

韓国、台湾と比較すると、サービス分野や文化

の面はまだまだ遅れています。上海やその周辺

都市では現在、ハイテク産業などの製造業より

もサービス業など第三次産業の誘致や情報・文

化の向上に取り組んでいます。

３．台湾企業の中国戦略

現在、中国との経済関係強化を掲げた台湾新

政権の発足を受け、台湾企業の新しい動きが目

立っています。ここでは、中国に進出している

代表的な台湾企業とその中国戦略について紹介

いたします。

「ＢｅｎＱ（ベンキュー）」

ＩＴ産業で有名な明基友達グループの中核企

業で、台湾大手の電器メーカーです。主にパソ

コンや周辺機器、テレビなどを生産しています。

中国最大手の家電量販店である国美集団と戦略

提携を行い、これまでの代理店を通じた商品供

給から、中国市場へ直接販売する戦略へと方針

転換しました。当社では今後、年率３０％の増収

を目指しています。

「裕隆汽車（ユーロンモーター）」

台湾大手の自動車メーカーで、台湾では日産

と提携し、「ティアナ」など日産ブランドの高

級車の組立・販売を行っています。最近、中国

資本との合弁工場を浙江省で設立し、自社ブラ

ンドの乗用車を生産、販売する計画を発表しま

した。台湾系企業が中国本土で完成車生産を行

うのは初めてになります。

「康師傅（カンシーフ）」

中国最大手の食品事業グループの当社は、

１９９２年に天津へ進出後、全国放映したテレビＣ

Ｍの「好味道是吃出来的（美味しさは、食べれ

ば分かる）」というキャッチコピーが瞬く間に

全土に広まり、中国最大の即席めんメーカーに

なりました。また、カゴメやアサヒなどの日本

海外リポート

図２ 台湾の対中投資額とＧＤＰの推移

（出所）中国統計年鑑、中華統計年鑑ほかホームページより
ふくおかフィナンシャルグループ作成
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中国で販売されている「中国旺旺」と「康師傅」の商品

企業との協力関係があり、即席めんだけでなく

飲料、菓子類の製造販売も行い、現在では食品

トップブランドとしての地位を確立するまでに

なりました。同社の中国事業成功には、中国と

言語が共通していることや近い価値観を生かし

たマーケティング戦略、欧米式マネジメントを

学んだ華僑の中国市場への大量投入、および日

本企業とのアライアンスによる製造技術の向上

が奏功したと言われています。

「中国旺旺（ワンワン・チャイナ）」

台湾系中国大手食品メーカーである当社は、

主に米菓子を製造し、中国市場では圧倒的な

シェアを占めています。日本の岩塚製菓の技術

供与を受け、効率を重視し、技術力の高さで大

躍進を遂げました。現在では、主要マーケット

を中国国内に絞り込み、中国全土に販売網を持

つまでになっています。

４．中国へ広がる台湾・香港の日本ブーム

今年５月、日本の中国・香港観光親善大使と

してハローキティが選ばれました。１９７４年にデ

ザイン開発されたハローキティは、サンリオの

代表的なキャラクターとして、世界６０カ国で年

間約５万種類の商品が販売されています。

今年６月、サンリオは中台定期直行便の運航

開始に合わせ、台湾でのテーマパーク進出計画

を発表しました。狙いは台湾を訪れる中国人観

光客の囲い込みです。同社では、台湾事業が成

功すれば、他の海外諸国への展開も視野に入れ

ています。

５．直行チャーター便の課題と今後の可能性

大きな期待のもとに運航が開始された中台直

行便ですが、フタを開けてみると、台湾側の狙

いとしていた中国人観光客の訪台が予想を下

回ったようです。理由としては、煩雑な申請手

続きと、２０万台湾ドル相当（約７０万円）の預金証

明の提出義務があります。また、一般中国人が

台湾旅行を申請しても受理されないこともある

といいます。このような状況を打開するために

台湾側は、中国人タレントの台湾ロケ規制を緩

和したり、上海で２度の観光ＰＲを行ったり、

また台湾での健康診断ツアーを企画したりと各

種イベント開催による巻き返しを図っています。

現在の中台直行便は、定期便とは異なり、あ

くまでチャーター便です。チャーター便とは、

旅行会社や航空会社が利用者の要望に合わせて

日時や行先を決めて、貸切りで運航する、言わ

ば臨時便という位置づけです。また、中台間の

国防上の理由から、台湾海峡を横断できず香港

管制区域を通過しなければならないため、上海

－台北直行便のフライト時間は海峡を横断する

場合に比べ約８０分長く、所要時間は約２時間半

かかっています。現在、毎日運行、台湾海峡の

横断飛行など次のステップに向けた協議が、中

台の政府間で続けられています。

日系企業にとって、コスト競争力をもつ台湾

企業がさらに脅威となる可能性がある一方で、

台湾企業をビジネスパートナーにしたり、台湾

企業から部品調達を行ったりと、連携するメ

リットが広がる可能性があります。それは、中

国事情に精通した台湾企業とビジネスアライア

ンスを組むことが、チャイナリスクの低減を図

り、新たな事業展開が期待できるものと考える

からです。

少子高齢化による日本の市場縮小に加え、最

近の世界的な景気減速など日本企業を取り巻く

環境は厳しさを増していますが、中国や台湾と

連携してビジネスを展開していく必要性が広く

認識されていくものと考えられます。

（守部 直文）
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はじめに

日本と大連との貿易総額は昨年９７億米ドル

に達し、大連市貿易総額の約３割を占めます。

第２位の韓国が約１割ですので、日本は大連

にとって最大の取引相手となっています。ま

た、日本企業の大連進出数が累計で約４，０００

社、日本人駐在員も４，０００人を超え、いずれ

も他国を大きく上回っていることから、日本

企業にとって大連は重要なビジネスエリアと

いえます。

その背景には、歴史的に日本と大連の関わ

りが深く、また親日的な土地柄から日本語を

話す中国人が多いことがあります。例えば、

中国にある外国語大学の中で、大連外国語大

学だけが唯一、英語学科よりも日本語学科の

方が人気があるそうです。加えて、来年５月

に大連市との友好都市締結３０周年を迎える北

九州市をはじめ、多くの自治体や団体による

積極的な交流により、日本人にとって中国で

最もビジネスと生活がしやすいといわれる環

境が醸成されていった面もあります。

この中国東北地区を代表する大連において、

去る１０月２２日～２３日の２日間、「大連中日貿

易投資展示商談会」が開催されましたので、

その概要を紹介いたします。なお、福岡銀行

のお取引先も北九州市ミッション団に加わる

形で５社が参加しました。

１．展示商談会の概要

この展示商談会は、中国国際貿易促進委員

会大連市分会（ＪＥＴＲＯに相当する中国の公

的機関）と大連市政府が主催する初の試みと

して、日本企業と中国企業のみを対象に開催

されました。日本側からは機械、食品、家具、

アパレル、環境など幅広い分野から２３都道府

県の１７７団体・企業の参加があり、中国ビジ

ネスへの関心の高さが窺えました。日本企業

に限定したという点で、これまでの展示商談

会とは大きく異なり、大連にとっても日本と

のビジネス交流を更に深めたいとの強い意向

が窺えます。

展示商談会の前日に催されたレセプション

には、夏大連市長、戴大連市副市長はじめ、

日中から約５００名が参加し、活発な意見交換

が行われ、翌日に控えた展示商談会への意気

込みから会場は大変な熱気に包まれました。

２．展示商談会の様子

大連市最大のコンベンションホールで行わ

れた今回の展示商談会では、出展企業が自社

の製品やポスター・パンフレットを並べ、来

場する中国企業に対して熱心にＰＲを行った

り名刺交換したりと、活発な商談が繰り広げ

られました。

福岡銀行のお取引先５社（家具木材１社、

大連中日貿易投資展示商談会

海外トピックス

会場となった大連最大の展示会場「大連会展中心」 展示商談会の開幕式
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機械３社、半導体装置１社）は、併催イベン

トとして企画された個別商談会に参加し、事

前に選定された中国企業とタイムスケジュー

ルに沿って商談しました。商談相手は大連市

側の全面的な協力を得て、出展企業のニーズ

に沿った中国企業を事前に選定していたため、

内容がある商談を行った企業が多かったよう

です。

３．参加企業の感想と成果

商談結果についてお聞きしたところ、１社

あたり中国企業１０社～４０社と商談を行い、各

社とも１社～５社の成約見込み先があったと

のことでした。

今回は、展示会場の中に商談スペースを設

置していたため、誰でも気軽に商談できると

評価する企業が多くありました。一方でタイ

ムスケジュール通りに来場した企業と飛び込

み客が重なることもありましたが、それも、

中国企業の関心の高さのあらわれとも言えま

す。中国にコネクションがない日本企業に

とって中国で取引先を探したり、中国企業の

技術レベルを試したりすることは容易ではな

く、今回のようなタイムスケジュールに沿っ

た個別商談会は大変効率の良い機会であった

ようです。

４．展示会を活用した中国ビジネス

中国政府は外資誘致のための各種優遇政策

から、高付加価値産業、ＩＴ、省エネ産業の

奨励へと政策転換を進めています。そのため、

コスト削減のみを追求した中国でのビジネス

モデルは厳しい状況を迎えることになります。

一方、中国の中小企業の技術進歩は目覚し

く、日本企業のパートナーとなりうる企業も

増えています。双方の利害が一致する分野も

多く、大手企業のみならず中小企業でもビジ

ネスチャンスはあるのではないでしょうか。

海外事業を始めたきっかけが海外の展示会

に参加したこと、という日本企業も少なくあ

りません。販売先や代理店、調達先などビジ

ネスパートナーを探すだけではなく、中国企

業の技術力を知る上でも、展示会は有益と思

われます。九州の銀行では唯一、大連に拠点

をもつ福岡銀行（※）が窓口となり、熊本ファ

ミリー銀行、親和銀行のお客様にも幅広くア

ジアビジネスのお手伝いしております。ＦＦ

Ｇでは今後も海外での展示商談会・交流会や

海外バイヤーを日本に招いてのセミナー・個

別商談会の開催を行ってまいります。

※大連の他、上海と香港に駐在員事務所があります。

（長田 修一）

■ 参考データ

位 置 東北地区遼東半島の南端に位置
し、日本の仙台市と同緯度

面 積 １３，２３８�（福岡県、佐賀県、長
崎県を合わせた程度）

地 形 ３方を海に囲まれている

人 口 ６０２万人（２００７年）

在留邦人 ４，０２０人（２００７年）

大連日本商工会
（日本企業の団体）

７８３社（２００８年１０月）
※上海に次ぐ２位の規模

（出所）ＪＥＴＲＯ・在瀋陽日本国総領事館在大連・大連日本商工会の各ホーム
ページよりふくおかフィナンシャルグループ作成

海外トピックス

商談ブース
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イベント等は主催者側の都合により変更されることもあります。ご不明な点がございましたら、福岡銀行ソリューショ
ン営業部アジアソリューショングループまでお問い合わせください。ＴＥＬ０９２－７２３－２５５５

アジア展示会情報

上海
場 所 展 覧 会 名 期 間

上海新国際博覧中心 中国国際ゴム技術展覧会／アジア・エッセンタイヤ展覧会
１２月４日～１２月６日

国際食品及びホスピタリティ設備博覧会

上海国際自動車部品、メンテナンス設備及びサービス用品展覧会
１２月１０日～１２月１２日

環球資源ファッション・アクセサリー仕入れ交易会／環球資源乳幼児製品仕入れ交易会

上海国際展覧中心 ２００８中国（上海）広告四新スクリーン印刷展覧会／２００８中国（上海）ゴム・プラスチック包装展示会 １２月２日～１２月４日

２００８（上海）中国国際金属鍛造、金属成形技術及び設備展覧会 １２月８日～１２月１１日

上海世貿商城
（上海マート）

２００８中国（上海）国際地理資源開発情報技術及び勘探測量装備展覧会
１２月２日～１２月４日

２００８上海基板及び電子組立展覧会

２００８上海紡績印刷・色染・印花技術設備及び系網印刷展覧会 １２月１１日～１２月１３日

上海光大会展中心 第１１回中国国際接着剤及び密封剤展覧会

１２月３日～１２月５日
２００８第７回中国（上海）国際照明兼 LED照明展覧会／２００８中国（上海）国際車用照明器具展覧会

中国国際精密化学工業展覧会

２００８上海国際コンテナ製造業展覧会／２００８上海国際交通運送展覧会

第６回中国（上海）国際粉体工業＆包装技術展覧会兼会議

１２月９日～１２月１１日IRGG中国国際RS／GPS／GIS 展覧会兼セミナー

ISEC２００８バーチャルシミュレーション工業設計及び情報化展覧会

第８回全国農産品上海交易博覧会／中国台湾両岸農業副産物商談会 １２月２３日～１２月２８日

蘇州
蘇州国際博覧中心 ２００８中国（蘇州）国際建築装飾博覧会兼家庭装飾設計展覧会 １２月６日～１２月９日

上花（蘇州）２００９年漁具新製品展示会 １２月１２日～１２月１４日

第３回蘇州国際ウェディング撮影器材博覧会 １２月１３日～１２月１６日

北京
中国国際展覧中心 第３回中国北京国際文化創意産業博覧会 １２月１８日～１２月２１日

第３５回中国国際毛皮、革製品交易会 １月１３日～１月１６日

２００９中国国際自動車用品、自動車改装及び部品展覧会 ２月１６日～２月１８日

中国自動車サービス業及び自動車文化博覧会 ２月２５日～２月２８日

第１回中国（北京）国際設備リース博覧会
２月２６日～２月２８日

中国国際コンクリート技術及び装備展覧会

第１６回中国国際建築装飾及び材料博覧会 ３月４日～３月７日

２００９中国国際ラジオテレビ情報ネット展覧会 １２月１８日～１２月２０日

全国農業展覧館 中国第３回建設環境友好型社会成果展覧会 ３月２１日～３月２３日

大連
星海会展中心 大連カシミア、羽毛服及び東北三省特産品博覧会 １２月１２日～１２月２０日

香港・マカオ
Hong Kong Convention &
Exhibition Centre

２００９香港玩具・ゲーム見本市
１月５日～１月８日

２００９香港国際文具見本市

香港ファッションウィーク（秋冬物）
１月１２日～１月１５日

世界ブランドファッション見本市

アジア金融フォーラム １月１９日～１月２０日

教育関連産業見本市 ２月６日～２月８日

５４回バレンタイン婚礼見本 ２月１３日～２月１５日

英国留学見本市 ２月１４日～２月１５日

教育・キャリアアップ見本市 ２月１９日～２月２２日

香港毛皮・ファッション国際見本市 ２月２５日～２月２８日

香港国際宝石見本市 ３月４日～３月８日

第３回香港玩具・ガチャポン見本市 ３月１２日～３月１５日

２００９香港婚礼見本市 ３月１３日～３月１５日

香港・アジア映画ファイナンスフォーラム ３月２３日～３月２５日

香港・国際映画テレビ見本市 ３月２３日～３月２６日

皮革原料、技術見本市
３月３１日～４月２日

ファッションアクセス－ハンドバック、靴、革製品等
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場 所 展 覧 会 名 期 間
Asia World Expo アジア航空機産業見本市 ２月１１日～２月１２日

香港ジュエリー見本市 ３月１日～３月５日
アジアファッション・ジュエリー＆アクセサリーフェア ３月４日～３月７日

ベネチアン マカオ マカオ ジュエリー＆腕時計見本市 １月８日～１月１１日
国際 靴＆革製品見本市 ３月２５日～３月２７日
第４回オーディオ・照明見本市 ３月（日程未定）

深セン
深セン会議展覧中心
（Shenzhen Convention &
Exhibition Centre）

IC・LSI 見本市 ２月２６日～２月２７日

中国国際貴金属・宝石見本市 ２月２６日～３月１日

広州
広州中国輸出商品取引会
琶洲展館
（China Import & Export Fair
｛Pazhou｝Complex）

中国国際 LED見本市
２月２８日～３月３日

中国国際ネオン見本市
第４回中国国際金属産業見本市 ３月２日～３月４日
第１６回華南地区印刷産業見本市

３月３日～３月６日
中国国際ラベル印刷見本市
第１６回中国国際パッケージ機械・原料見本市
第１３回中国国際飲料品・ビール・ワイン技術見本市
水関連産業・汚水・汚水処理関連産業見本市
第１３回国際ファクトリーオートメーション見本市

３月４日～３月７日
第１１回中国電力伝達・制御装置見本市
７回国際音響・照明見本市

３月５日～３月７日
第６回国際楽器関連見本市
第５回広州重機・工事機械関連見本市

３月６日～３月８日
第６回自動車関連部品見本市
第２３回国際家具・家庭用品見本市

３月１８日～３月２１日アウトドア製品見本市
国際陶器見本市
第２３回中国国際家具見本市 ３月２７日～３月３０日

広州市錦漢展覧中心
（Guangzhou Jinhan Exhibition
Centre）

在宅医療品、化粧品原材料見本市 ２月２４日～２月２６日
広州国際旅行見本市 ３月２６日～３月２９日
アジア国際印刷物見本市

３月（日程未定）
国際特殊印刷見本市

広州体育館 国際流量機器、加工機械、工業技術見本市 ３月２５日～３月２７日

バンコク
バンコク国際貿易展示センター
（Bangkok International Trade
& Exhibition Centre）

発電・再生エネルギー・エネルギー国際見本市

３月４日～３月６日
国際照明・ビルオートメーション・技術機器見本市
第１０回国際防災・セキュリティ・防火見本市
プラントメンテナンス・安全装置見本市
国際動物生産者見本市 ３月１１日～３月１３日

Queen Sirikit National
Convention Centre

タイ ゲームショウ２００９ １月９日～１月１１日
タイ乳児・子供関連品見本市 １月２９日～２月２日
タイ国際教育関連見本市 ２月（日程未定）
タイ・インド・中国エネルギー問題解決策に関する見本市

３月４日～３月６日
電力トランスミッション／ディストリビューション見本市
国際防災・セキュリティ設備見本市 ３月（日程未定）

Royal Paragon Hall Exhibition
& Convention Centre

国際照明見本市 ３月４日～３月６日
アジア スパ＆ウェルネスフェスティバル ３月２０日～３月２２日

ホーチミン・ハノイ
Ho Chi Minh International
Exhibition & Convention Centre

ベトナム繊維・衣服関連見本市 １月（日程未定）
海運・造船・港湾関連見本市 ２月２５日～２月２７日
国際パッケージング見本市 ３月（日程未定）

Saigon Exhibition &
Convention Centre

造船、海運関連見本市 ２月２５日～２月２７日
ベトナム国際家庭用品見本市 ３月１１日～３月１４日
空気清浄、空調施設見本市

３月３１日～４月２日
ポンプ・パイプ及び関連技術見本市
機械・工業技術見本市
空気・ガスコントロールシステム見本市



経済指標｜全国のデータ�
項目

年月

鉱工業指数
（２０００年＝１００）

機械受注金額
（船舶・電力
を除く民需）

貿易 公共工事
保証請負金額

建築着工統計
工事費予定額
（非居住用）生産指数 出荷指数 在庫指数 輸出金額 輸入金額

季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 前月（年）比（％） 前年比（％） 前年比（％） 億円 前年比（％） 億円 前年比（％）

２００５年 １００．０ １．３ １００．０ １．４ １００．０ ３．１ ７．１ ７．３ １５．７ １３３，０７５ ▲４．３ ９７，３５７ ６．０
２００６年 １０４．５ ４．５ １０４．６ ４．６ １０２．１ ２．１ ３．８ １４．６ １８．３ １２０，８５９ ▲９．２ ９９，９９４ ２．７
２００７年 １０７．４ ２．８ １０７．８ ３．１ １０３．９ １．７ ▲３．５ １１．５ ８．６ １１９，２６８ ▲１．３ ８９，７２２ ▲１０．３
２００７．８ １０９．７ ４．６ １１０．１ ４．７ １０３．７ ２．１ ▲６．１ １４．６ ５．８ ９，８４２ ▲５．１ ５，４５３ ▲４０．２

９ １０７．９ ０．２ １０８．４ １．０ １０４．２ ２．４ ▲４．８ ６．３ ▲３．０ １１，１１６ ▲１２．１ ４，５２０ ▲４７．８
１０ １１０．０ ５．３ １１０．１ ６．３ １０４．９ １．８ ８．７ １３．８ ８．７ １１，７４２ ▲３．２ ６，１２３ ▲２９．６
１１ １０８．４ ３．２ １０９．１ ３．５ １０５．８ ２．７ ▲２．０ ９．６ １３．３ ８，６８５ ▲４．３ ７，１１６ ▲１７．０
１２ １０９．１ １．５ １１０．６ ３．３ １０５．５ １．３ ▲２．８ ６．８ １２．３ ８，３８４ ▲１．１ ７，７３３ ▲７．８

２００８．１ １０８．５ ２．９ １１０．０ ３．９ １０５．３ １．９ １７．３ ７．７ ９．２ ５，９０７ ▲３．５ ６，３７７ ▲５．４
２ １１０．２ ５．１ １１１．３ ５．８ １０５．４ ２．３ ▲１２．３ ８．７ １０．２ ６，５３５ １３．１ ６，１２１ ▲１３．９
３ １０６．５ ▲０．７ １０７．０ ０．１ １０５．５ ２．１ ▲８．３ ２．３ １１．２ １３，８４５ ▲１２．６ ８，４４３ ３４．９
４ １０６．３ １．９ １０８．０ ２．８ １０４．２ １．０ ５．５ ３．９ １２．０ １１，０２５ ▲４．７ ８，１１９ ▲８．３
５ １０９．３ １．１ １１０．２ １．７ １０４．７ １．５ １０．４ ３．７ ４．５ ７，６７５ ▲９．６ ９，１５３ ▲３．３
６ １０６．９ ０．０ １０６．９ ▲０．６ １０５．９ ２．７ ▲２．６ ▲１．８ １６．５ ９，７４３ ▲１１．３ ８，４３０ ▲３６．５
７ １０８．３ ２．４ １０８．９ ３．１ １０５．８ ２．２ ▲３．９ ８．０ １８．３ １２，２０２ １３．８ １１，８５８ ６７．６
８ １０４．５ ▲６．９ １０４．９ ▲６．８ １０５．５ １．７ ▲１４．５ ０．３ １７．３ ９，２５３ ▲６．０ ９，１３３ ６７．５
９ １０５．８ ０．４ １０５．３ ▲０．６ １０７．５ ３．１ ５．５ １．５ ２８．８ １１，７２４ ５．５ ７，５２１ ６６．４

出所 経済産業省 内閣府 財務省 西日本建設業保証 国土交通省

項目

年月

新設住宅着工戸数 企業物価指数
（２００５年＝１００）

消費者物価指数
（２００５年＝１００）

大型小売店
販売額

乗用車

合計 持家 貸家 分譲 乗用車新規登録台数

戸 前年比（％） 前年比（％） 前年比（％） 前年比（％） 指数 前年比（％） 指数 前年比（％） 億円 前年比（％） 台 前年比（％）

２００５年 １，２３６，１７５ ４．０ ▲４．５ ８．５ ６．８ １００．０ １．６ １００．０ ▲０．３ ２１３，２８４ ▲０．６ ３，３５３，５９３ ▲１．０
２００６年 １，２９０，３９１ ４．４ １．５ ７．８ ２．７ １０２．２ ２．２ １００．３ ０．３ ２１１，４５０ ▲０．９ ３，１２６，２４９ ▲６．８
２００７年 １，０６０，７４１ ▲１７．８ ▲１２．２ ▲１８．７ ▲２２．３ １０４．０ １．８ １００．３ ０．０ ２１１，９８８ ０．３ ２，９４５，６６８ ▲５．８
２００７．８ ６３，０７６ ▲４３．３ ▲３１．０ ▲４６．６ ▲５２．０ １０４．６ １．６ １００．６ ▲０．２ １６，６９３ １．７ １９０，１３１ ０．９

９ ６３，０１８ ▲４４．０ ▲２１．６ ▲５１．３ ▲５５．６ １０４．５ １．３ １００．６ ▲０．２ １５，９２７ ▲０．２ ２８５，０４５ ▲４．９
１０ ７６，９２０ ▲３５．０ ▲８．０ ▲４０．２ ▲５０．２ １０４．８ ２．０ １００．９ ０．３ １７，１６１ ▲０．１ ２３３，２９４ ５．５
１１ ８４，２５２ ▲２７．０ ▲７．６ ▲２３．４ ▲４７．４ １０５．０ ２．３ １００．７ ０．６ １８，１２４ １．９ ２５８，０１３ ６．７
１２ ８７，２１４ ▲１９．２ ▲６．０ ▲１４．４ ▲３５．５ １０５．４ ２．７ １００．９ ０．７ ２２，６７５ ▲０．４ ２０４，７５９ ▲４．２

２００８．１ ８６，９７１ ▲５．７ ▲４．２ ▲２．７ ▲１１．６ １０５．７ ３．１ １００．７ ０．７ １８，７９９ ▲０．８ ２１２，８４３ ６．５
２ ８２，９６２ ▲５．０ ▲２．１ ▲３．１ ▲９．７ １０６．２ ３．６ １００．５ １．０ １５，５３９ ２．７ ２８５，３２０ １．５
３ ８３，９９１ ▲１５．６ ▲６．１ ▲２２．０ ▲１８．０ １０６．７ ３．９ １０１．０ １．２ １７，７０３ １．８ ４１３，９９９ ▲１．４
４ ９７，９３０ ▲８．７ ▲７．８ ▲５．３ ▲１０．４ １０７．６ ４．０ １００．９ ０．８ １６，８１２ ▲０．６ ２００，８３３ ９．４
５ ９０，８０４ ▲６．５ ▲５．７ ▲８．６ ▲３．１ １０８．９ ４．９ １０１．７ １．３ １６，９５１ ▲０．５ １９０，３３７ ▲４．４
６ １００，９２９ ▲１６．７ ▲６．６ ▲１５．１ ▲２７．２ １０９．９ ５．８ １０２．２ ２．０ １６，９０８ ▲２．６ ２４２，３２３ ▲１．８
７ ９７，２１２ １９．０ ２３．１ ２２．７ １２．７ １１２．２ ７．３ １０２．４ ２．３ １８，６６１ ０．３ ２６７，２６３ ９．４
８ ９６，９０５ ５３．６ ３５．６ ５９．６ ７３．７ １１２．１ ７．２ １０２．７ ２．１ １６，５３１ ▲１．０ １６５，６５３ ▲１２．９
９ ９７，１８４ ５４．２ １９．９ ６６．９ ８２．８ １１１．６ ６．８ １０２．７ ２．１ １５，５９１ ▲２．１ ２６９，４６８ ▲５．５

出所 国土交通省 日本銀行 総務省 経済産業省 日本自動車販売協会連合会

項目

年月

乗用車
家計消費支出（勤労者世帯）

有効求人
倍率

完全
失業率

倒産件数 預金残高 貸金残高
可処分所得 消費支出

軽乗用車販売台数

台 前年比（％） 円 前年比（％） 円 前年比（％） 倍 ％ 件 前年比（％） 百億円 前年比（％） 百億円 前年比（％）

２００５年 １，３８７，０６８ １．１ ４４１，１５６ ▲１．２ ３２９，４９９ ▲０．６ ０．９５ ４．４ １２，９９８ ▲５．０ ５２，８１５ １．４ ４０，８５５ １．１
２００６年 １，５０７，５９８ ８．７ ４４１，４４８ ０．１ ３２０，２３１ ▲２．８ １．０６ ４．１ １３，２４５ １．９ ５３，０８０ ０．５ ４１，５５８ １．７
２００７年 １，４４７，１０６ ▲４．０ ４４２，５０５ ０．２ ３２３，４５９ １．０ １．０４ ３．９ １４，０９１ ６．４ ５４，７１４ ３．１ ４１，７６４ ０．５
２００７．８ ８７，０９２ ▲７．９ ３９３，４８６ ▲２．８ ３２４，８７６ ３．４ １．０５ ３．８ １，２０３ ２．９ ５３，９７３ ２．３ ４１，０７０ ０．２

９ １３０，３６１ ▲５．４ ３６２，８２９ ０．２ ３１１，３３１ ５．３ １．０４ ４．０ １，０４７ １．７ ５４，１２５ ２．２ ４１，２６９ ０．０
１０ １０１，８５７ ▲７．８ ３９６，５３０ ０．２ ３２６，７３７ ２．４ １．０２ ３．９ １，２６０ ８．１ ５３，９４３ ２．６ ４０，９１１ ０．１
１１ １０５，６８４ ▲１１．５ ３６５，６５０ ▲１．９ ３０２，８７９ ▲０．９ １．００ ３．８ １，２１３ １１．２ ５４，７２４ ２．９ ４１，０４９ ▲０．２
１２ ９９，７９４ ▲１４．４ ８０７，２５３ ▲２．７ ３７９，３８８ ２．７ ０．９８ ３．８ １，０９７ ▲１．１ ５４，７１４ ３．１ ４１，７６４ ０．５

２００８．１ １０６，２２７ ▲１．０ ３６７，０８３ ▲１．９ ３４１，１３８ ３．９ ０．９８ ３．８ １，１７４ ７．６ ５４，６４３ ３．１ ４１，５４８ ０．９
２ １４２，７０８ ▲０．３ ４０２，９０３ ▲０．０ ２９８，５３９ ２．５ ０．９７ ３．９ １，１９４ ８．３ ５４，８０７ ３．１ ４１，６２１ １．６
３ １９９，０３１ ▲９．１ ３７９，３９３ ０．３ ３４２，８６８ １．１ ０．９５ ３．８ １，３４７ ８．０ ５５，４５３ ２．７ ４１，９４２ １．４
４ １０４，６９２ ▲１．４ ３８１，３６５ ▲４．５ ３４３，５８６ ０．４ ０．９３ ４．０ １，２１５ ８．４ ５５，５４４ ２．４ ４１，６３０ １．５
５ １０５，３８７ ▲２．１ ３３８，５７３ １．７ ３１５，１５２ ０．６ ０．９２ ４．０ １，２９０ ▲１．５ ５５，４３９ １．７ ４１，７０５ ２．２
６ １２１，１７６ ▲３．８ ５９４，３９３ ▲２．１ ３０７，９７５ ２．６ ０．９１ ４．１ １，３２４ １１．７ ５５，９３７ ３．１ ４１，９００ ２．０
７ １１５，５３４ ２．１ ４８３，９１５ ▲１．２ ３３０，４８３ ２．７ ０．８９ ４．０ １，３７２ １２．９ ５５，４０７ ２．２ ４１，８６０ ２．２
８ ８９，１４２ ２．４ ４１２，２３５ ４．８ ３２２，５０１ ▲０．７ ０．８６ ４．２ １，２５４ ４．２ ５５，２７０ ２．４ ４１，８８７ ２．０
９ １２７，８３８ ▲１．９ ３５９，２０１ ▲１．０ ３０７，７７８ ▲１．１ ０．８４ ４．０ １，４０８ ３４．５ ５４，９４０ １．５ ４０，６２６ ▲１．６

出所 全国軽自動車協会連合会 総務省 厚生労働省 東京商工リサーチ 日本銀行
（注） ｐは速報値、ｒは修正値。鉱工業指数は、前年同期比の値と年間の指数は原数値、月間の指数は季節調整値。機械受注金額は、年間は前年比、月間は前月比。着

工建築物工事費予定額（民間発注分）は、会社、会社でない団体、個人が建築主となっている工事の合計。大型小売店販売額は、店舗調整前の値。家計消費支出の
前年比は、名目値の前年比。有効求人倍率は、年間は実数値、月間は季節調整値。新規学卒を除きパートタイムを含む。完全失業率は季節調整値。預貸金残高は
年末、月末残高。都市銀行、地方銀行、第二地方銀行、信託銀行、長期信用銀行の合計、ただし、特別国際金融取引勘定を含まない。

（注１） 可処分所得・消費支出は、勤労者世帯（農林漁家世帯を除く）の廃止に伴い、２人以上の世帯のうち勤労者世帯（農林漁家世帯を含む）へ変更。
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経済指標｜福岡県のデータ�
項目

年月

鉱工業生産指数
（２０００年＝１００） 鉱工業出荷指数

（２０００年＝１００）
鉱工業在庫指数
（２０００年＝１００）

総合 鉄鋼 電気機械 一般機械 輸送機械

季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％）

２００５年 １０１．５ ▲１．６ ９７．２ ▲４．５ ８５．７ ▲４．８ １１１．８ ３．１ １５２．３ ０．５ １０６．０ ▲１．２ ８９．９ １．９
２００６年 １０３．４ １．９ ９９．４ ２．３ ９３．７ ９．３ １０７．１ ▲４．２ １６３．９ ７．６ １０８．５ ２．４ １０２．０ １３．５
２００７年 １０３．３ ▲０．１ １０３．４ ４．０ ９９．１ ５．８ １０９．０ １．８ １７２．２ ５．１ １０９．１ ０．５ １０５．３ ３．３
２００７．８ １０５．８ ６．１ １０５．３ ４．８ ９７．６ ３．３ １０６．４ ６．０ １９５．３ １６．３ １１４．７ ▲８９．４ １０５．０ １．４

９ １０３．５ ▲１．６ １０５．０ ４．７ ９６．５ ２．５ １１４．７ １２．４ １８１．８ ７．４ １１０．４ ▲０．９ １０７．３ ５．６
１０ １０９．７ ４．１ １０２．１ ▲４．２ １０４．５ ５．４ １１６．０ １１．０ ２０９．４ ２２．９ １１６．４ ４．１ １１１．８ １１．９
１１ １０８．０ ３．４ １０３．３ １．４ １０６．３ １１．３ １０８．７ ▲１．１ ２１０．４ ２６．３ １１５．９ ６．４ １０４．２ ０．６
１２ １０６．８ １．７ １０５．５ ２．７ １０３．８ ７．０ １０７．８ ▲５．４ ２０５．１ ２１．８ １１４．８ ４．０ １１１．４ ８．２

２００８．１ １０５．３ ２．３ １０３．７ ０．０ １１２．２ １８．７ １０６．１ ▲４．１ １９６．６ ２２．１ １１４．６ ６．３ １０７．０ ６．４
２ １１０．４ ８．８ １０４．８ ２．１ １０８．９ １５．８ １１１．９ ５．３ ２０９．１ ３２．４ １１９．５ １１．７ １０３．５ ２．６
３ １１０．２ ８．０ ９９．３ ▲３．１ ９５．１ １２．９ １２８．８ １８．７ １８６．８ １９．８ １１４．９ ８．１ １１１．４ ５．４
４ １０６．９ ６．９ １０４．４ ２．４ １１２．３ ９．０ １１８．２ ７．６ １８０．０ ２７．０ １１２．８ ８．８ １１０．１ ６．７
５ １０８．６ １１．２ １０２．８ ２．２ ９６．７ ０．８ １１４．３ ７．３ ２０２．８ ４８．３ １１６．１ １４．５ １０３．２ ▲４．１
６ １０７．２ ７．０ １００．０ ０．７ １０９．１ ０．０ １０３．１ ▲２．７ １９１．２ ２２．５ １１２．４ ７．５ １１０．３ ４．０
７ １１１．２ １１．１ １０１．４ ▲７．０ １０５．４ ２．７ １１３．０ ６．９ ２０２．７ ３７．４ １２０．８ １５．１ １０３．６ ３．６
８ １０２．９ ▲４．３ ９７．８ ▲８．４ ９８．２ ０．９ １１１．０ ４．０ １７４．３ ▲１３．２ １０９．１ ▲６．９ １１１．５ ５．６
９

出所 福岡県調査統計課

項目

年月

貿易 公共工事
保証請負金額

建築着工統計
工事費予定額
（非居住用）

新設住宅着工戸数
消費者物価指数
（２００５年＝１００） 大型小売店

販売額
輸出金額 輸入金額 合計 持家 貸家 分譲 福岡市

前年比（％） 前年比（％） 億円 前年比（％） 億円 前年比（％） 戸 前年比（％） 前年比（％） 前年比（％） 前年比（％） 指数 前年比（％） 百万円 前年比（％）

２００５年 ３．４ ２０．５ ４，８１３ ▲１１．６ ２，９４４ ▲７．０ ５４，３６２ ５．７ ３．５ ５．１ １１．４ １００．０ ▲０．２ ７２２，６９７ ▲２．２
２００６年 ９．２ ２３．６ ４，２５２ ▲１１．７ ３，５８６ ２１．８ ５８，９５２ ８．４ ▲１．５ ９．８ １５．２ １００．１ ０．１ ７０９，９２３ ▲１．８
２００７年 １７．０ １１．６ ４，６７３ ９．９ ３，６６１ ２．１ ４５，０６６ ▲２３．６ ▲９．８ ▲２１．１ ▲４０．２ １００．０ ▲０．１ ７１６，６９９ １．０
２００７．８ １５．０ ９．５ ２９８ ▲２０．０ １１９ ▲４３．９ ２，４３６ ▲４１．２ ▲１５．４ ▲４９．７ ▲４８．４ １００．４ ▲０．４ ５５，８４８ １．４

９ ２３．３ ０．４ ３６８ ▲０．１ ３１５ ▲３４．５ ２，２２７ ▲５８．７ ▲２１．６ ▲６５．９ ▲７２．７ １００．３ ▲０．５ ５２，２１５ ▲０．５
１０ １６．３ ８．９ ４４６ ▲１０．６ １４６ ▲４８．６ ２，７３３ ▲５６．８ ８．２ ▲６４．７ ▲７７．９ １００．６ ０．１ ５６，４７４ ▲１．９
１１ ２４．４ ２１．２ ３４８ ▲１．５ １６７ ▲５６．６ ２，９３１ ▲４８．０ ５．１ ▲４５．０ ▲７９．７ １００．４ ０．７ ５９，９１５ ３．４
１２ １２．８ １２．６ ３１５ １４．７ ３０６ ２７．１ ３，５４０ ▲３１．５ ▲１１．７ ▲２７．８ ▲５０．７ １００．４ ０．６ ８０，０８４ ▲２．４

２００８．１ １３．９ ８．６ ２８３ ２４．３ ３１３ ７．８ ３，９４０ ▲４．２ ▲０．８ ▲３３．１ １１３．７ １００．２ ０．６ ６２，８１８ ▲２．５
２ １５．７ １．３ １９０ ▲２６．１ ２７１ ▲１９．６ ３，０８６ ▲３４．２ ▲８．０ ▲３４．４ ▲５０．６ ９９．７ ０．４ ５０，９３７ ▲２．０
３ ２．５ ０．４ ４５１ ▲４７．０ １９２ ▲５０．０ ３，２５０ ▲４２．０ ▲０．５ ▲５１．２ ▲５６．７ １００．２ ０．８ ５８，５８０ ▲４．７
４ １８．０ ４．７ ３４８ ▲２７．０ ２１４ ▲３２．０ ４，０３０ ▲３．７ ▲６．５ ▲３．５ ▲１．７ １００．０ ０．４ ５５，３３３ ▲０．９
５ ２３．９ ０．４ ６３９ ２７．４ ２５４ ▲３１．４ ５，１３３ ３４．３ ２．６ ９．８ １９０．２ １０１．０ １．１ ５６，６７８ ０．０
６ １２．６ １０．７ ３０２ １４．６ ４４９ ▲３６．６ ４，２３９ ▲２９．２ ▲７．７ ▲２８．７ ▲４６．０ １０１．５ １．５ ５３，７１１ ▲４．４
７ ３０．６ ６．４ ３９５ ２２．８ ４０４ ９６．６ ４，８０９ ７１．１ ３３．６ ７８．０ ９６．２ １０１．８ ２．０ ６６，９７９ ２．１
８ ２８．８ ８．８ ３０５ ２．１ ４３９ ２６８．１ ４，４９２ ８４．４ １８．８ １１４．９ １２４．７ １０２．０ １．６ ５５，５５５ ▲０．５
９ ２０．４ ２３．４ ３８２ ３．９ ３０５ ▲３．２ ４，０７６ ８３．０ ７．２ １０９．０ １９２．１ １０１．８ １．５ ５０，８１６ ▲２．７

出所 門司税関・長崎税関 西日本建設業保証 国土交通省 総務省 九州経済産業局

項目

年月

乗用車
家計消費支出（勤労者世帯）

有効求人
倍率

倒産件数 預金残高 貸金残高可処分所得 消費支出

乗用車新規登録台数 軽乗用車販売台数 北九州・福岡大都市圏 北九州・福岡大都市圏

台 前年比（％） 台 前年比（％） 円 前年比（％） 円 前年比（％） 倍 件 前年比（％） 億円 前年比（％） 億円 前年比（％）

２００５年 １２５，７２９ ０．０ ５４，８５９ ▲１．４ ４０５，５９０ ▲０．１ ３２６，７６９ ▲０．９ ０．７７ ４８０ ▲３．８ １６６，０９２ ０．２ １３２，３５９ ▲０．６
２００６年 １１６，４０６ ▲７．４ ６０，０４３ ９．４ ４０７，７３９ ０．５ ３１８，９９７ ▲２．４ ０．８５ ５０２ ４．６ １６７，８１２ １．０ １３１，７４９ ▲０．５
２００７年 １１０，６３２ ▲５．０ ５７，５５６ ▲４．１ ３８９，４３９ ▲４．５ ３０７，３２８ ▲３．７ ０．８５ ５０４ ０．４ １７０，７８７ １．８ １３４，３５７ ２．０
２００７．８ ７，５８３ ２．２ ３，４１３ ▲１４．８ ３３０，２１３ ▲１５．９ ３３８，１３４ ６．８ ０．８６ ３７ ５．７ １６７，７３７ １．１ １３１，２９８ ０．６

９ １０，３６０ ▲４．３ ５，２２５ ▲８．８ ３２４，６２３ １．９ ３０７，０３１ ０．６ ０．８３ ４６ ２．２ １６９，０２４ ２．１ １３２，５４４ １．０
１０ ８，７００ ８．２ ３，９６６ ▲１．８ ３８７，４８２ ６．４ ３５１，４０８ ２．３ ０．７９ ４４ ２５．７ １６７，５４９ １．１ １３１，２４５ ０．１
１１ ９，６３８ １．８ ４，５３４ ▲４．３ ３４０，３７５ ７．０ ２８９，７８９ ２．０ ０．７３ ４７ ４．４ １６８，４７５ １．３ １３２，５４２ １．５
１２ ７，９０７ ▲５．２ ３，８１７ ▲１２．９ ７２０，３９０ ２．４ ３７８，１４６ １．２ ０．７１ ３９ ▲７．１ １７０，７８７ １．８ １３４，３５７ ２．０

２００８．１ ７，９６３ ４．０ ４，３４２ ▲７．６ ３４２，９８６ ▲７．３ ３３３，８６８ １２．４ ０．６９ ３７ １２．１ １６９，６５９ ２．３ １３３，１８４ ２．１
２ １１，０５１ ０．５ ５，７３３ ０．５ ３８３，６０５ ７．０ ３５８，８０５ ３１．９ ０．７０ ３２ ▲２２．０ １６９，７０４ １．４ １３４，４８９ ２．５
３ １５，０４２ ０．４ ７，７９２ ▲４．３ ３４６，４７５ １４．３ ３４６，４６３ １７．２ ０．６８ ６０ ６６．７ １６９，７２７ ０．３ １３５，０６６ １．９
４ ７，６８４ ９．９ ４，０２７ ▲４．３ ３４０，１１９ ▲０．６ ３４３，８９３ １５．２ ０．６７ ４０ １１．１ １７３，３３８ １．３ １３４，００１ ２．１
５ ７，０７２ ▲５．６ ４，２２１ ▲０．２ ２９４，９４４ ０．４ ３００，６１５ ５．３ ０．６６ ４６ ▲１４．８ １７２，６３０ １．９ １３４，７７９ ３．２
６ ９，２１９ １．４ ４，８３７ ０．３ ５０３，５０３ ６．２ ２６９，２６９ ３．８ ０．６５ ４９ １４．０ １７３，７１５ １．８ １３４，５０３ ２．７
７ １０，１６５ １０．２ ４，９１７ ２．６ ４２０，９５８ ▲１．８ ３０２，６１５ ▲４．１ ０．６４ ３５ ▲２７．１ １７１，８１２ ２．４ １３４，６９９ ２．４
８ ６，７１７ ▲１１．４ ３，６４３ ６．７ ３９０，４９２ １８．３ ３３２，１４５ ▲１．８ ０．６３ ４４ １８．９ １７２，５０９ ２．８ １３４，９８２ ２．８
９ １０，１４９ ▲２．０ ５，００７ ▲４．２ ３２５，２９１ ０．２ ２８４，１０９ ▲７．５ ０．６１ ５７ ２３．９ １７０，７５７ １．０ １３３，７７５ ０．９

出所 日本自動車販売協会連合会 全国軽自動車協会連合会 総務省 厚生労働省 東京商工リサーチ 日本銀行
（注） 掲載指標についての説明は全国のデータの注釈参照。
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経済指標｜熊本県のデータ�
項目

年月

鉱工業生産指数
（２０００年＝１００） 鉱工業出荷指数

（２０００年＝１００）
鉱工業在庫指数
（２０００年＝１００）

総合 食料品 電子部品 一般機械 輸送機械

季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％）

２００５年 １０６．９ ▲３．８ １１２．７ ▲６．６ ７４．５ ▲２１．４ ８５．０ ▲０．４ １５８．７ ４．１ １０２．３ ▲３．８ ９０．３ ２．４
２００６年 １１２．１ ４．９ １１１．９ ▲０．７ ８３．１ １１．６ ９６．７ １３．８ １５６．０ ▲１．７ １０７．９ ５．４ ８９．７ ▲０．７
２００７年 １０５．２ ▲６．２ １１１．３ ▲０．６ ７４．５ ▲１０．３ １０２．３ ５．８ １３９．０ ▲１０．９ １０２．６ ▲４．９ ８６．１ ▲４．０
２００７．８ １０４．６ ▲１０．９ １１２．７ ▲０．２ ７３．８ ▲２１．８ １２４．０ １６．１ １２７．８ ▲２０．３ １０４．５ ▲８．４ ８６．９ ▲１．８

９ １０２．６ ▲１６．１ １０８．７ ▲４．５ ７２．７ ▲１８．０ ８３．４ ▲２０．１ １２７．５ ▲３０．２ ９７．８ ▲１５．６ ８９．７ ２．８
１０ １０３．７ ▲７．６ １０２．０ ▲６．４ ７４．５ ▲８．３ ９５．９ ▲１０．０ １４５．２ ▲１４．５ １０３．０ ▲３．５ ８２．４ ▲６．６
１１ １０２．９ ▲８．６ １０７．６ ▲５．５ ７４．２ ▲２．６ ９０．２ ▲２４．７ １４４．４ ▲１４．２ １００．５ ▲６．１ ８５．８ ▲３．５
１２ １０１．０ ▲９．２ １０４．５ ▲４．０ ７９．１ ９．３ ９７．６ ▲７．９ １３１．７ ▲１６．７ ９７．４ ▲１１．７ ８７．９ １．３

２００８．１ ９９．１ ▲４．７ １０６．５ ▲８．１ ８２．８ １２．８ ８５．３ ▲１６．２ １２２．４ ▲５．９ ９４．４ ▲２．６ ８９．３ ０．９
２ １０２．６ ▲２．２ １１９．０ １０．９ ８４．３ １７．７ ６８．９ ▲１３．０ １２８．２ ▲１３．０ ９８．７ ▲３．２ ９６．９ ９．７
３ １０６．０ ▲３．０ １１９．３ ▲６．６ ９２．８ ２７．６ ７３．１ ▲８．９ １２１．３ ▲１９．３ １０５．７ ▲２．９ ９８．１ １３．１
４ １０５．１ ▲０．１ １１０．４ １．３ ８６．１ １６．１ ８１．０ ▲１８．３ １４４．９ ▲０．１ １０２．８ ０．０ ９３．９ １３．９
５ １０７．７ ▲１．６ １１１．４ ▲５．１ ７８．３ １．５ ８９．５ ▲２９．８ １６６．８ １８．６ １００．０ ▲６．４ ９１．６ １０．２
６ １０５．５ ▲１．１ １０９．９ ▲３．９ ７４．９ ▲０．５ ５３．８ ▲５５．６ １７５．２ ３０．３ １００．１ ▲２．８ ９３．８ １１．０
７ １０２．８ ▲１．８ １１２．６ ４．４ ７６．９ ６．６ ５９．１ ▲５６．６ １５７．９ １７．４ ９９．０ ▲４．６ ９４．７ ９．５
８ １０１．０ ▲５．６ １１６．０ ▲１．４ ７２．３ ▲３．９ ６２．３ ▲４９．３ １５２．９ １６．０ ９７．４ ▲９．３ ９３．９ ８．０
９

出所 熊本県統計課

項目

年月

貿易 公共工事
保証請負金額

建築着工統計
工事費予定額
（非居住用）

新設住宅着工戸数
消費者物価指数
（２００５年＝１００） 大型小売店

販売額
輸出金額 輸入金額 合計 持家 貸家 分譲 熊本市

前年比（％） 前年比（％） 億円 前年比（％） 億円 前年比（％） 戸 前年比（％） 前年比（％） 前年比（％） 前年比（％） 指数 前年比（％） 百万円 前年比（％）

２００５年 １６．２ ９．１ １，６６５ ８．２ １，２３３ ８．３ １４，０３９ ６．８ ▲２．０ １１．５ ２．４ １００．０ ▲０．６ １８９，６５６ １．７
２００６年 １１．５ ９．６ ２，０７７ ２４．８ １，１６５ ▲５．５ １４，８０５ ５．５ ２．７ ７．６ ２０．６ １００．０ ▲０．０ １８８，８４０ ▲０．４
２００７年 ３．９ ２０．８ ２，０７１ ▲０．３ １，２８９ １０．６ １３，２８６ ▲１０．３ ▲８．１ ▲７．２ ▲２７．３ ９９．９ ▲０．１ １８７，６７６ ▲０．６
２００７．８ ２．９ ７．４ １４９ ▲６．５ ５９ ▲３８．２ ８６３ ▲３４．４ ▲１３．７ ▲４８．３ ５．５ １００．２ ▲０．３ １５，０４８ ▲０．３

９ ０．８ ２７．８ ２５２ ▲４．４ ６０ ▲４３．３ １，０７４ ▲３０．９ ▲１１．３ ▲４１．６ ▲３２．４ １００．４ ▲０．４ １３，０７３ ▲４．３
１０ ▲５．０ ９．６ １８２ ▲１６．０ ４６ ▲５０．５ ８９３ ▲７．９ １４．２ ▲２２．７ ４４．４ １００．４ ▲０．３ １４，２７４ ▲４．７
１１ ▲８．６ ▲０．０ １８１ １６．８ ９３ ▲３３．３ １，１３９ ▲２６．２ ▲２．５ ▲１２．５ ▲８６．７ １００．３ ０．２ １５，２２６ ０．７
１２ ▲６．３ １４．８ １７４ ▲１５．９ １０１ ▲３６．７ １，０３４ ▲２２．３ ▲９．２ ▲２０．２ ▲４９．８ １００．３ ０．２ ２１，５９２ ▲１．５

２００８．１ １６．４ ▲０．６ １０７ ▲１８．０ １１４ ２１．９ １，２４２ １５．９ ７．４ ３０．５ ▲１４．２ １００．０ ０．２ １７，１７６ ▲１．４
２ ２９．９ ▲２５．２ １５７ ５２．４ １３４ ３７．０ ９６３ ▲１８．１ ▲１６．５ １１．３ ▲６５．３ １００．０ ０．９ １３，５５１ ▲７．１
３ １９．３ ▲１７．５ ２６８ １７．０ ６９ ▲２７．４ ７３８ ▲３８．０ ▲１２．７ ▲４５．０ ▲６５．２ １００．３ ０．６ １５，１８９ ４．６
４ ▲１３．６ ４２．６ ２４１ ２８．９ ４２ ▲８１．５ ９９４ ７．２ ２８．４ ▲２２．５ ２１５．６ １００．１ ０．３ １４，５６９ ▲３．１
５ ２７．１ ２０．２ １８０ ▲１１．４ ７３ ▲６５．１ １，０５６ ▲３１．０ ▲１２．０ ▲２４．１ ▲７９．５ １０１．０ １．１ １４，８２２ ▲１．１
６ ▲９．８ ▲１６．３ ９４ ▲２８．２ ８１ ▲４３．７ １，０６３ ▲２４．４ ▲１６．６ ▲５７．３ ３６３．８ １０１．４ １．７ １４，０５７ ▲４．２
７ ６．６ ６６．９ １２５ ▲１６．１ １７７ １６４．２ ９９３ １．３ ２２．８ ▲１０．６ ４２．９ １０１．５ ２．０ １７，３３０ ０．４
８ ４．０ ５８．６ １２８ ▲１４．５ ９３ ５７．７ １，２６８ ４６．９ １８．３ ５０．７ １８１．０ １０１．８ １．６ １４，７０６ ▲２．３
９ １０２．４ ４８．６ ２４０ ▲４．９ ７７ ２８．１ １，０２１ ▲４．９ ▲５．５ ２３．９ ▲６９．６ １０２．２ １．８ １２，７４７ ▲２．５

出所 長崎税関 西日本建設業保証 国土交通省 総務省 九州経済産業局

項目

年月

乗用車
家計消費支出（勤労者世帯）

有効求人
倍率

倒産件数 預金残高 貸金残高可処分所得 消費支出

乗用車新規登録台数 軽乗用車販売台数 熊本市 熊本市

台 前年比（％） 台 前年比（％） 円 前年比（％） 円 前年比（％） 倍 件 前年比（％） 億円 前年比（％） 億円 前年比（％）

２００５年 ３６，５９６ ▲１．８ ２６，９２３ １．９ ４４４，９７３ １２．２ ３２９，７３１ １．９ ０．７３ １３０ ▲０．８ ４７，２７１ ０．５ ２７，３８７ １．３
２００６年 ３４，１５７ ▲６．７ ２８，１２４ ４．５ ３９０，３４１ ▲１２．３ ２８４，６１７ ▲１３．７ ０．８１ １２７ ▲２．３ ４７，１６２ ▲０．２ ２７，５７５ ０．７
２００７年 ３２，２２５ ▲５．７ ２７，９９８ ▲０．４ ４３１，６１４ １０．６ ２９７，５８０ ４．６ ０．８２ １３９ ９．４ ４７，９７６ １．７ ２８，６６６ ４．０
２００７．８ ２，０７０ ▲９．８ ２，００７ ▲１．３ ３５４，４６１ ４．７ ２７１，８６１ ３．５ ０．８２ １３ １８．２ ４７，３３９ １．６ ２７，４４８ ０．５

９ ３，１５３ ▲０．１ ２，２９６ ▲４．７ ３２１，５６１ ２．７ ２６１，１０１ ５．１ ０．８３ １１ ▲８．３ ４７，９７２ ０．６ ２７，７０１ ０．９
１０ ２，４６０ ７．１ １，８７５ １．７ ３５６，６１８ １３．６ ２８６，２８６ １０．７ ０．７８ １０ ▲３７．５ ４７，１５１ １．２ ２８，００３ ３．５
１１ ２，９８９ １４．１ ２，０２１ ▲４．２ ３５６，３７８ １４．７ ２９１，７６８ １３．６ ０．７４ １４ ７５．０ ４７，０４２ ０．９ ２８，２２６ ３．９
１２ ２，０４５ ▲７．９ １，９９９ ▲５．１ ８４８，３７２ ２４．８ ３４９，３７０ ▲３．４ ０．７３ １１ ▲８．３ ４７，９７６ １．７ ２８，６６６ ４．０

２００８．１ ２，４５８ ６．８ ２，１９８ ０．３ ３４４，２５８ ▲５．５ ３１２，８７６ ▲０．６ ０．７１ １０ ▲１６．７ ４７，２００ ２．１ ２８，２６２ ３．９
２ ３，２５０ ２．３ ２，８８３ １．７ ３３７，４３３ ▲９．９ ２７９，２９２ ▲２．５ ０．７４ １５ ▲６．３ ４７，１７９ ２．１ ２８，１９８ ３．５
３ ４，７２４ １．３ ３，８２２ ▲２．５ ３５２，２１６ ▲７．１ ３２３，０３０ ６．７ ０．７１ １５ ２５．０ ４７，１２２ ０．２ ２８，８９３ ３．８
４ ２，１７６ ９．２ １，９９３ ▲１．６ ３３３，６５９ ▲１２．０ ３４２，９５９ １２．４ ０．７１ ７ ▲１２．５ ４７，７３１ ０．３ ２８，２３２ ４．８
５ ２，１３１ ▲０．６ ２，１７３ ▲０．８ ３１６，２１９ ▲６．６ ３１４，５５１ ▲１．１ ０．６７ １７ ３０．８ ４８，４２８ ２．７ ２８，７０６ ５．５
６ ２，４９４ ▲２．８ ２，４１７ ▲０．３ ５６２，５２８ ▲１０．１ ２８０，７６３ ６．１ ０．６５ １６ ４５．５ ４９，２１１ １．５ ２８，６２１ ４．４
７ ３，１３６ １７．７ ２，３２４ ４．８ ４１０，３６１ ▲１４．６ ３３４，１１４ ４．９ ０．６４ １４ ７５．０ ４８，５０８ ２．３ ２８，７３５ ４．８
８ １，７８１ ▲１４．０ １，９４３ ▲３．２ ３４７，８２６ ▲１．９ ２８７，１０４ ５．６ ０．６１ ２０ ５３．８ ４８，６７０ ２．８ ２８，８４３ ５．１
９ ３，０７３ ▲２．５ ２，３６２ ２．９ ３３９，９７１ ５．７ ２８８，９４０ １０．７ ０．６０ １６ ４５．５ ４８，１６９ ０．４ ２８，９２１ ４．４

出所 日本自動車販売協会連合会 全国軽自動車協会連合会 総務省 厚生労働省 東京商工リサーチ 日本銀行
（注） 全国と共通の指標については全国のデータの注釈参照。陶磁器出荷金額は、従業員５人以上の事業所における台所用品、食卓用品の出荷額の合計。
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経済指標｜長崎県のデータ�
項目

年月

鉱工業生産指数
（２０００年＝１００）

造船 機械等 電子部品
生産高

総合 一般機械 食料品工業 電気機械 輸送機械 生産高

季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 億円 前年比（％） 億円 前年比（％） 前年比（％）

２００５年 ９６．１ ▲６．９ １０１．８ ▲２４．４ １０２．６ ４．４ ４５．７ ▲１８．７ １３４．０ ２．６ １，７３２ １８．４ ２，９４５ １３．４ ７．９
２００６年 １０４．０ ８．３ １２０．８ １８．６ １０２．６ ０．０ ４９．３ ７．８ １２３．８ ▲７．６ １，８７５ ８．３ ２，７７４ ▲５．８ ９．７
２００７年 １０５．９ １．８ １０６．５ ▲１１．９ １００．０ ▲２．５ ６１．６ ２５．２ １２２．８ ▲０．８ ２，１６６ １５．５ ３，０７９ １１．０ ０．０
２００７．８ １０８．３ ２．０ １０１．５ ▲２５．０ １１３．８ １０．１ ６１．０ ２８．９ １２６．７ ▲０．６ １８９ １４．２ ２４９ ▲５．０ １９．２

９ １０４．４ ▲２．３ ９７．３ ▲２９．４ １０９．８ ６．０ ４５．５ ▲１１．３ １３１．３ ９．０ １８４ １５．６ ２６１ ▲１２．４ ▲９．３
１０ １０５．４ ▲４．６ ８９．０ ▲３７．９ １１３．７ ８．３ ５１．９ ▲９．１ １４５．８ ２７．６ １８５ １５．５ ２６３ ２．７ １３．６
１１ １１０．１ ▲１．４ ８７．６ ▲４０．０ １０８．３ ４．８ ５８．２ ▲１．４ １５１．５ ２５．８ １９２ ２６．１ ２７５ ６．２ ▲５．１
１２ １１０．５ １．９ ９５．５ ▲２９．４ １０９．３ ▲８１．３ ５２．４ ▲１１．１ １３２．６ １２．３ １８２ １６．６ ２４８ ▲１０．７ １７．４

２００８．１ １２４．２ １０．７ １３７．３ ▲２．５ １０８．３ ２．５ ５０．０ ▲１７．２ １３７．２ ２８．９ １７２ ２７．１ ２６０ ▲８．０ ０．６
２ １２８．７ ２１．０ １５６．７ １７．０ １１４．２ ９．０ ４６．９ ▲２１．６ １３７．８ ３１．２ １９４ １７．５ ２４６ ▲２．６ ７．５
３ １０３．６ ▲０．４ １５７．６ ２１．４ １１０．０ ２．０ ３２．４ ▲５０．３ １３１．６ １７．８ １８７ ▲１２．４ ２２４ ▲２４．４ １７．４
４ １２９．５ ２９．６ １４４．０ ３２．７ １０４．４ ▲１．４ ４８．８ ▲３３．３ １３５．９ ２４．０ ２０２ １２．１ ２３９ ２．６ ２９．３
５ １２２．１ １９．８ １５５．２ ６４．８ １０４．１ ▲７．８ ５３．９ ▲３４．８ １３４．０ １８．３ １８４ ５．７ ２４５ ▲５．３ １０．８
６ １１９．４ １６．９ １５１．７ ５７．６ ９３．１ ▲１３．７ ６０．２ ▲１５．２ １４５．９ ２３．５ ２０２ ５．５ ２９４ ２５．２ ２１．２
７ １１９．５ １３．９ １７８．１ ７７．１ ９６．２ ▲４．２ ６１．８ １．０ １４８．５ ２２．８ １７６ ０．９ ２７２ ２１．１ １６．２
８ １３１．５ １７．７ ２０３．３ １０３．３ １０９．５ ▲７．４ ３６．１ ▲４１．５ １７８ ▲５．８ ２５０ ０．２ ▲６．６
９

出所 長崎県統計課 三菱重工業長崎造船所、佐世保重工業 日本銀行長崎支店

項目

年月

貿易
漁業水揚金額

公共工事
保証請負金額

建築着工統計
工事費予定額
（非居住用）

新設住宅着工戸数 観光施設入場者数
（主要７施設合計）

消費者物価指数
（２００５年＝１００）

輸出金額 輸入金額 合計 持家 貸家 分譲 長崎市

前年比（％） 前年比（％） 百万円 前年比（％） 億円 前年比（％） 億円 前年比（％） 戸 前年比（％） 前年比（％） 前年比（％） 前年比（％） 千人 前年比（％） 指数 前年比（％）

２００５年 １３．５ ２７．７ ７０，０８３ ▲７．７２，０９０ ▲９．０ ７７４ ▲０．１ １０，２３０ ５．７ ▲４．７ ▲０．５ ６８．３４，５９６ ０．９１００．０ ▲０．８
２００６年 ４１．２ １６．３ ６４，９４７ ▲７．３１，７６５ ▲１５．５ ８３１ ７．４ ８，９４０ ▲１２．６ ０．６ ▲２２．８ ▲１２．７４，７７５ ３．９ ９９．８ ▲０．２
２００７年 ６．０ ２０．７ ７０，２４７ ８．２１，８６２ ５．５ ６４４ ▲２２．５ ６，９０１ ▲２２．８ ▲１９．６ ▲１１．９ ▲５６．６５，０００ ４．７ ９９．７ ▲０．１
２００７．８ ▲４０．５ １８．２ ４，５５４ ４．１ ２０８ ３８．４ １０７ １９５．９ ４８７ ▲１２．６ ▲１６．７ ▲１９．２ ６０．５ ５９０ １．６ ９９．８ ▲０．４

９ ６３．２ ４２．８ ４，８７７ １０．７ ２０９ １７．６ ６９ ３．０ ６７４ ▲１７．３ ▲２０．７ ▲３．６ ▲４９．４ ３９４ １７．０ ９９．９ ▲０．４
１０ １０７．９ ２５．０ ６，０３１ ▲４．３ ２０６ ▲２．０ ５０ ▲３４．８ ４２３ ▲４０．２ ▲２５．８ ▲３５．５ ▲８５．７ ４２４ ▲１７．８１００．３ ▲０．１
１１ ４１．５ ８８．５ ６，４９１ ２７．０ １８３ １９．５ ３４ ▲３４．９ ６６８ ６．２ ５．３ ３６．３ ▲６７．３ ４６２ ４．１１００．０ ０．２
１２ ５．６ ７５．７ ７，４５７ １５．３ １３５ ▲２３．７ ２８ ▲８４．０ ５７９ ２３．２ ▲１６．７ ７０．１ ６８．４ ３９７ ３．９１００．１ ０．５

２００８．１ １９．１ ３７８．９ ５，５４７ ▲６．２ ９４ ▲３３．５ ４３ ２５．３ ５１２ ▲８．４ ２．４ ▲９．９ ▲３７．７ ２６１ ▲４．５ ９９．８ ０．６
２ ２８．７ ３２．１ ５，６４０ ０．５ １３４ ▲１３．３ ３５ ▲４６．８ ５４９ ４．６ ▲２．７ １５．７ ▲５８．３ ３１９ ▲２．３ ９９．６ ０．５
３ １５７．０ ▲１１．３ ６，６１２ ▲３．３ ２４０ １９．９ ２８ ▲１３．８ ５５８ １３．０ ４．０ ２２．３ ６．３ ４９１ ▲９．８１００．０ ０．６
４ ３７．０ ３４．８ ７，６１５ １３．０ ６７ ▲３６．３ ６３ １５８．４ ５１８ ▲２１．５ １０．４ ▲３２．２ ▲５３．７ ４００ ▲９．９１００．２ ０．６
５ ４．８ ４８．４ ６，７４０ １７．８ ４２ ▲４６．７ ３５ ▲２８．３ ４０１ ▲３８．３ ▲１０．３ ▲６２．７ ０．０ ５２９ ▲０．３１００．９ １．２
６ ▲３８．９ １８．８ ５，６８６ １１．２ １１５ ２．３ ４７ ▲２０．３ ７５７ ２９．８ ２９．２ ２８．１ ６４７．１ ２７６ ▲１．３１０１．１ １．７
７ ▲１２．０ ６５．９ ５，７９９ １８．３ １２４ ▲２．９ ９９ ６．６ ４５７ ▲２３．７ １．４ ▲１５．５ ▲６９．０ ３３２ ▲０．４１０１．５ ２．２
８ ６７．３ ６９．８ ４，７５８ ４．５ １５１ ▲２７．３ ６９ ▲３５．２ ６０９ ２５．１ １６．４ １１．４ ９８．４ ５４１ ▲８．３１０１．８ ２．０
９ ▲４９．０ １８．８ ５，６９３ １６．７ １５３ ▲２７．１ ４１ ▲３９．９ ６２６ ▲７．１ ▲２１．７ ▲３２．８ １５６．８ ３２７ ▲１７．１１０１．９ ２．０

出所 長崎税関 県内主要４魚市場 西日本建設業保証 国土交通省 長崎県観光振興推進本部 総務省

項目

年月

大型小売店
販売額

乗用車
家計消費支出（勤労者世帯）

有効求人
倍率

倒産件数 預金残高 貸金残高可処分所得 消費支出

乗用車新規登録台数 軽乗用車販売台数 長崎市 長崎市

百万円 前年比（％） 台 前年比（％） 台 前年比（％） 円 前年比（％） 円 前年比（％） 倍 件 前年比（％） 億円 前年比（％） 億円 前年比（％）

２００５年 １３９，７３７ ▲５．２ ２５，２４７ ▲２．６ ２３，０６８ ０．５３１０，６１７ ▲１２．３ ２６８，７７７ ▲９．５ ０．５８ １１６ ２．７ ４０，８４１ ▲０．５ ２６，２６３ ▲５．３
２００６年 １３３，９３３ ▲４．２ ２２，６５２ ▲１０．３ ２４，８５１ ７．７３４８，７１１ １２．３２７８，５６６ ３．６ ０．６０ １２５ ７．８ ４０，３３６ ▲１．２ ２４，９８９ ▲４．９
２００７年 １３０，３０７ ▲２．７ ２０，７１４ ▲８．６ ２３，５０６ ▲５．４３６４，６５５ ４．６３１５，６５６ １３．３ ０．６２ １４８ １８．４ ４０，９２３ １．５ ２４，４５６ ▲２．１
２００７．８ １０，９８４ ▲２．４ １，３９１ ▲５．４ １，４８５ ▲９．３３３３，７７８ ▲３．６３２２，７９１ ３．６ ０．６４ １９ ２６．７ ４１，０５１ ２．３ ２４，５４９ ▲２．４

９ ９，５１２ ▲２．６ ２，０８９ ▲４．２ ２，０００ ▲１２．８ ２８１，９５９ ▲５．５２７９，３９０ ４．４ ０．６２ １３ ▲７．１ ４０，９１９ ２．７ ２４，３８２ ▲３．４
１０ ９，９５３ ▲４．９ １，６９３ ９．５ １，５４５ ▲１６．５ ３００，４８８ ３．１３０５，５００ ▲７．９ ０．６１ １９ ７２．７ ４０，５２８ １．５ ２４，２３２ ▲３．１
１１ １０，６４６ ▲１．４ １，７７２ ４．９ １，６４１ ▲１８．０ ２８２，８３５ ▲１．９２６６，１６９ ▲１．４ ０．５８ １１ ０．０ ４１，０３９ １．２ ２４，１８２ ▲３．０
１２ １４，０３４ ▲３．１ １，５５８ ３．７ １，６０３ ▲１２．７ ６１２，９５９ ▲６．３３５１，２１３ １０．５ ０．５７ １１ ５７．１ ４０，９２３ １．５ ２４，４５６ ▲２．１

２００８．１ １１，９８４ ▲２．３ １，６６９ ６．２ １，８４６ ▲４．６２６７，９８１ ▲７．８２９３，７６０ ▲８．５ ０．５６ １２ １００．０ ４０，４６７ ２．０ ２４，１６６ ▲２．４
２ ９，５３７ ２．１ １，９７１ ４．６ ２，１８５ ▲９．７３０３，９３５ ▲１８．８ ２５１，２４４ ▲１２．０ ０．５８ １４ ５５．６ ４０，５３９ ２．１ ２４，３３７ ▲２．０
３ １０，１７６ ▲２．２ ２，９７８ ３．４ ３，０９８ ▲８．８２７０，１６３ ▲２２．８ ３２２，８１７ ▲１６．５ ０．５９ １８ ６３．６ ４０，３１８ ０．３ ２４，８７４ ▲１．７
４ ９，９０８ ▲３．７ １，３７３ １１．９ １，６７２ ▲１０．８ ３２１，５３１ ▲９．８２８０，３３１ ▲８．１ ０．５９ １５ １５０．０ ４０，９２８ ０．１ ２４，１９３ ▲１．６
５ １０，１２６ ▲４．３ １，３５７ ▲０．６ １，７９３ ▲２．８２７４，３９９ ▲６．８２６０，２８５ ▲２１．８ ０．５９ １１ ▲４２．１ ４１，４１２ １．０ ２４，１４８ ▲１．６
６ ９，７５０ ▲５．０ １，５４８ ▲５．１ １，９５１ ▲２．６５２７，７７７ ８．３２５８，９５６ ▲９．５ ０．５８ １７ ８８．９ ４１，３７８ ▲１．６ ２３，７９５ ▲３．４
７ １１，８９６ ▲１．２ １，９３０ １６．９ １，９０７ ８．７３７０，２２３ ▲９．９２８５，９１７ ▲１７．３ ０．５７ １７ １３．３ ４１，０７９ ▲０．５ ２３，９０５ ▲２．８
８ １０，４２０ ▲５．１ １，３４８ ▲３．１ １，４７１ ▲０．９３４１，８７２ ２．４３００，６２４ ▲６．９ ０．５８ １５ ▲２１．１ ４１，２７８ ０．６ ２３，９７３ ▲２．３
９ ８，９３９ ▲６．０ ２，０７７ ▲０．６ ２，０５４ ２．７３３０，８５７ １７．３２７８，１９８ ▲０．４ ０．５７ １５ １５．４ ４０，６２０ ▲０．７ ２３，６８６ ▲２．９

出所 九州経済産業局 日本自動車販売協会連合会 全国軽自動車協会連合会 総務省 厚生労働省 東京商工リサーチ 日本銀行
（注） 全国と共通の指標については全国のデータの注釈参照。陶磁器出荷金額は、従業員５人以上の事業所における台所用品、食卓用品の出荷額の合計。漁業水揚金額

は、長崎、佐世保、北松、松浦の４市場の合計。観光施設入場者数は、グラバー園、島原城、雲仙仁田道、西海パールシーリゾート、平戸城、ハウステンボス、
堂崎天主堂の合計、ただし、雲仙仁田道は自動車の通行台数。
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マーケットデータ

実施年月

銀行預金（FFG） 貸出金利 参考
日
付

基準
貸付利率
（公定歩合）

日
付 普通預金

スーパー
定期
（１年）

自由金利
定期
（１年）

日
付

短期
プライム
（FFG）

日
付

長期
プライム
（みずほ）

住宅ローン（FFG）
日経平均
（年、月末）

外国為替（年、月末）

３年 ５年 １０年 １ドル
＝円

１ユーロ
＝円

０１年末 ０．１０ ０．０１ ０．０４ ０．０４ １．８７５ １．８５ ２．２５ ２．４０ ３．０５ １０，５４２ １３１．４７ １１５．９０

０２〃 ０．１０ ０．００２ ０．０３ ０．０３ １．８７５ １．６５ ２．２５ ２．４０ ３．０５ ８，５７８ １１９．３７ １２４．４１
０３〃 ０．１０ ０．００１ ０．０３ ０．０３ １．８７５ １．７０ ２．４０ ２．９０ ３．６０ １０，６７６ １０６．９７ １３３．７１

０４〃 ０．１０ ０．００１ ０．０３ ０．０３ １．８７５ １．５５ ２．３５ ２．９５ ３．６５ １１，４８８ １０３．７８ １４１．３９

０５．１ ２．３０ ２．９０ ３．５５ １１，３８７ １０３．５８ １３４．８４

２ １１，７４０ １０４．５８ １３８．５８
３ １０ １．６５ ２．３５ ２．９５ ３．６０ １１，６６８ １０６．９７ １３８．６２
４ ８ １．５５ １１，００８ １０５．８７ １３６．８５
５ １０ １．５０ ２．２５ ２．８０ ３．４５ １１，２７６ １０７．８４ １３３．４７
６ １０ １．４５ １１，５８４ １１０．３７ １３３．２５
７ ｜ １１，８９９ １１２．１８ １３５．８６
８ １０ １．６０ １２，４１３ １１１．４２ １３６．０５
９ ９ １．５５ ２．３５ ２．９５ ３．６０ １３，５７４ １１３．２８ １３６．２１
１０ １２ １．８０ ｜ ２．９０ ３．５０ １３，６０６ １１５．６７ １３９．５７
１１ １０ １．９０ ２．５５ ３．１５ ３．７５ １４，８７２ １１９．４６ １４０．８２

１２ ９ １．８５ ２．５０ ３．１０ ３．７０ １６，１１１ １１７．４８ １３９．３８

０６．１ １１ １．８０ ３．１５ ３．７５ １６，６４９ １１７．１８ １４１．９０

２ １０ ２．００ ３．７０ １６，２０５ １１６．３５ １３７．８６
３ ２７ ０．０６ ０．０６ １０ ２．１０ ２．７０ ３．４０ ３．８５ １７，０５９ １１７．４７ １４２．５４
４ １１ ０．０８ ０．０８ １１ ２．４５ ２．９０ ３．６０ ４．０５ １６，９０６ １１４．３２ １４３．４０
５ １０ ２．５０ ３．０５ ３．８０ ４．２５ １５，４６７ １１１．８５ １４４．００
６ ９ ２．４５ ３．１０ ３．７５ ３．９５ １５，５０５ １１４．６６ １４５．７９
７ １４ ０．４０ １８ ０．１０ ０．２５ ０．３０ １１ ２．６５ ３．７０ ３．９０ １５，４５６ １１４．４７ １４５．９６
８ １５ ２．１２５ １０ ２．５０ ３．０５ ３．５０ ３．８５ １６，１４０ １１７．２３ １５０．６６
９ ８ ２．３０ １６，１２７ １１８．０５ １４９．５８
１０ １１ ２．３５ ２．９０ ３．２５ ３．７０ １６，３９９ １１７．７４ １４９．３６
１１ １０ ２．３０ ３．０５ ３．４５ ３．８０ １６，２７４ １１６．１２ １５３．１２

１２ ８ ２．３５ ３．３５ ３．７０ １７，２２５ １１８．９２ １５６．６８

０７．１ １０ ２．４０ ３．００ ３．３０ ３．６０ １７，３８３ １２１．３４ １５７．１５

２ ２１ ０．７５ ２６ ０．２０ ０．３５ ０．４０ ９ ２．３０ ３．６５ １７，６０４ １１８．５９ １５６．６６
３ ２６ ２．３７５ ９ ２．２０ ３．０５ ３．３５ ３．７０ １７，２８７ １１８．０５ １５７．２１
４ １０ ２．２５ １７，４００ １１９．４１ １６２．４０
５ ３．１５ ３．５０ ３．８５ １７，８７５ １２１．６３ １６３．４６
６ ８ ２．４５ ３．２０ ３．４５ ３．８０ １８，１３８ １２３．４８ １６６．０４
７ １０ ２．５５ ３．４０ ３．７５ ４．０５ １７，２４８ １１８．９９ １６４．１１
８ ４．１０ １６，５６９ １１６．２４ １５８．８０
９ １１ ２．２５ ３．３０ ３．６５ ４．００ １６，７８５ １１５．２７ １６３．３３
１０ １０ ２．４５ ３．２５ ３．５０ ３．８０ １６，７３７ １１４．７８ １６５．８９
１１ ９ ２．２０ ３．３０ ３．６０ ３．９０ １５，６８０ １１０．２９ １６２．６７

１２ １１ ２．３０ ３．２０ ３．４５ ３．７５ １５，３０７ １１３．１２ １６５．７０

０８．１ １０ ２．１０ ３．１５ ３．３５ ３．６５ １３，５９２ １０６．６３ １５８．４３

２ ８ ２．１５ ３．００ ３．２０ ３．５５ １３，６０３ １０４．３４ １５８．９３
３ １１ ２．１０ ３．１０ ３．３０ ３．６０ １２，５２５ ９９．３７ １５６．９７
４ ３．１０ ３．２０ ３．４５ １３，８４９ １０４．０５ １６２．０３
５ ９ ２．４０ ３．１５ ３．３０ ３．５５ １４，３３８ １０５．４６ １６３．２０
６ １０ ２．４５ ３．４５ ３．６５ ３．９０ １３，４８１ １０５．３３ １６６．４３
７ １０ ２．４０ ３．５５ ３．７５ ４．００ １３，３７６ １０８．１３ １６８．８７
８ ８ ２．２５ ３．３５ ３．５５ ３．８０ １３，０７２ １０８．８０ １６０．３８
９ １０ ２．３０ ３．２０ ３．４０ ３．６５ １１，２５９ １０４．７６ １５０．４９
１０３１ ０．５０ １０ ２．３５ ３．３０ ３．５０ ３．７０ ８，５７６ ９７．０１ １２３．２３
１１ ５ ０．１２ ０．２５ ０．３０ １１ ２．４０ ３．３０ ３．５５ ３．６５

０８．１１．１７

現在 ０．５０ ０．１２ ０．２５ ０．３０ ２．３７５ ２．４０ ３．３０ ３．５５ ３．６５ ８，５２２ ９７．１１ １２２．２６

預金金利・貸出金利等の推移

（注）スーパー定期、自由金利定期は、月内最終営業日の金利。（ ）は日付。日経平均は切り捨て。
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編 集 後 記 �

黒龍江省�

吉林省�

遼寧省�
北京市�

天津市�
山西省�

河北省�

山東省�

江蘇省�寧夏回族自治区�

上海市�安徽省�
河南省�

湖北省�
浙江省�

福建省�

台湾（省）�

江西省�

広東省�
広西チワン族�
自治区�

四川省�

青海省�

新疆ウイグル自治区�

貴州省�
湖南省�

海南省�

雲南省�

チベット自治区�

タイ�

ベトナム�

マレーシア�

重慶市�

陜西省�甘粛省�

内蒙古自治区�

福岡銀行香港駐在員事務所�
（Fukuoka Bank Hong Kong Representative Office）�

［所 在 地］� 3101 Alexandra House, 18,�
Chater Road, Central, Hong Kong�
�［電話番号］�（国番号 852）2524－2169

［所　　長］�平　松　毅一郎�

福岡銀行上海駐在員事務所�
（Fukuoka Bank Shanghai Representative Office）�

［所 在 地］�中華人民共和国上海市延安西路2201号�
上海国際貿易中心2010号室�

［電話番号］�（国番号 86）21－6219－4570
［所　　長］�斎　藤　浩　一�

福岡銀行大連駐在員事務所�
（Fukuoka Bank Dalian Representative Office）�

［所 在 地］�中華人民共和国大連市人民路60号�
大連富麗華大酒店622号室�

［電話番号］�（国番号 86）411－8282－3643

［所　　長］�宮　城　正　志�

事務所は�
3ヶ所ですが�

守備範囲は�
広いんです！�

海外拠点にて海外直接投資や、貿易に関する情報収集等を行っています。海外進出等ご検討のお客様、海外のことならお任せください！

◎海外拠点へのご用命・ご訪問は、取引店へお申し出ください。

〈海外駐在員事務所の位置と担当範囲〉

金融危機、株安、円高、原材料高、企業

業績の悪化等々、様々なキーワードが飛び

交っています。その中で私は、原油価格と

関連製品の動きに注目しています。異常な

状態が是正され、市民生活や企業活動に大

きなプラスとなることを期待しています。

日常生活でのちょっとした節約など、以

前だったら「ケチ」と言われていたことが、

今では「エコ」と言われるようになってい

ることから、私たちの環境に対する意識が

変わりつつあるのではないか、と実感して

います。私自身も、まずは環境にも家計に

もやさしい「身近なエコ活動」を始めてみ

ようと思います。

環境問題といっても、その内容は幅広く、

対応状況も様々です。当社でも今年から

クールビズが導入されました。省エネと作

業効率アップの一石二鳥ということもあり、

反応も上々だったようです。企業としての

取り組みはもちろん、私個人としても、低

カロリーで満足できる、エコな体にならな

ければと考えています。

島 浦 花 谷 横 尾

今回、「裁判員制度」の執筆を担当させ

ていただきました。今回の原稿執筆は、私

自身にとっても、司法への国民参加につい

て、深く考えてみる良い機会になったと感

じております。また、執筆に際し、福岡地

方検察庁様には多大なるご協力を頂きまし

た。この場を借りて御礼申し上げます。あ

りがとうございました。

昨年１０月１２日に最高６，０９２ポイントを記

録した上海総合株価指数は、今年１０月２７日

には１，７２３ポイントまで下落しています。

好調だった個人消費にも変調の兆しが出て

きているようです。

上海では、日本で見たこともない欧米の

新型高級車をよく見かけますが、今後も「自

動車ショー」は続くのでしょうか。

大連展示商談会視察で、中国政府と中国

企業の間で環境対策に対するギャップを感

じました。まだ利益優先の企業は存在して

いるようです。中国政府は優れた環境技術

を持つ日系企業に対し非常に期待していま

す。今後、政府援助資金等ではなく、中国

から技術に対する正当な対価の支払いを受

けても良いのではと思います。

田 中 守 部 長 田

海 外拠点紹介

ＦＦＧ調査月報７号 ２００８年１１月２５日／�ＦＦＧビジネスコンサルティング
福岡市中央区大手門１丁目８番３号 TEL ０９２（７２３）２５７６ http://www.fukuoka-fg.com/

印刷／�昭 和 堂
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